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はじめに 

 

平成 22 年９月７日、利用者視点を踏まえたＩＣＴサービスに係る諸問題に関

する研究会は、「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整

備等に関する法律（平成 20 年法律第 79 号、以下「青少年インターネット環境

整備法」または単に「法」という。）」の成立・施行後の、青少年のインターネ

ット利用を取り巻く状況を分析し、各関係者によるこれまでの取組を検証した

上で、更なる取組の在り方を検討することとし、検討の場として青少年インタ

ーネットワーキンググループを設置した。 

青少年のインターネット利用環境整備に係る総合的な取組については、現在、

同ワーキンググループにおいて更に審議を進めているところであるが、特に、

青少年インターネット環境整備法の見直しに係る事項については、平成 23 年１

月までに一通りの審議を終え、この度、中間的な報告を取りまとめ，公表する

こととしたものである。 

本報告書は、２つの部分から成り立っている。まず、第１部で青少年のイン

ターネット利用環境の現状について、青少年インターネット環境整備法成立後

に生じた利用環境の変化を踏まえて概観している。同部では、併せて、これま

でになされてきた各関係者による取組も紹介している。第２部では、本研究会

としての具体的な提言として、５項目にわたる基本的な考え方及び各関係者に

求められる事項や望ましい政策の方向性について記述している。 

 インターネット上には、青少年の健全な育成を著しく阻害する情報（青少年

有害情報）が数多く流通しており、有効な対策が必要であることは論をまたな

い。一方で、インターネットは、国民の社会活動、文化活動、経済活動等のあ

らゆる活動の基盤として利用され、国民生活に必要不可欠な存在となっており、

青少年にとっても、主に表現活動や知識の習得の場として活用されており、そ

の恩恵は計り知れない。具体的な提言を行う上では、青少年の健全な育成を最

大限に図りながらも、インターネットの恩恵を青少年ができる限り享受できる

よう配慮した。本提言が制度化される場合にも、本研究会の配慮に留意して検

討が進められることを期待するものである。 
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第１部 青少年のインターネット利用環境の現状 

 

青少年インターネット環境整備法は、青少年有害情報を含むサイトに係るト

ラブルに対処し、青少年が安全に安心してインターネットを利用できるように

することを目的として、平成 20 年６月に成立、平成 21 年４月に施行されたが、

成立後３年弱が経過し、青少年のインターネット利用環境には大きな変化が生

じてきている。 

第一に、ＳＮＳ(Social Networking Service)に代表されるＣＧＭ(Consumer 

Generated Media)サービスの青少年利用が拡大している。第二に、一方で、従

来型の単純なウェブブラウジングや電子掲示板等も依然として盛んに利用され

ており、これらのサイト上に流通する青少年有害情報の数も引き続き増加傾向

にあると考えられる。第三に、高機能携帯電話端末（スマートフォン）等の、

多様な、インターネットと接続する機能を有する機器（以下、「インターネット

接続可能機器」という。）が現れ、こういった機器が無線ＬＡＮ等の多様なネッ

トワークに接続する状況が現出しつつある。第四に、現在の青少年のインター

ネット利用環境整備施策の中核をなしている携帯電話インターネットに係るフ

ィルタリング1については、立法時と比較して着実に普及が進んだものの、近年、

普及率の伸びに鈍化が見られ、依然としてフィルタリングを利用せずに携帯電

話インターネットを利用する青少年が多数存在する。第五に、関係者が幅広く

連携した民間団体による自主的な取組が発展してきている。 

以下では、こうした変化について、変化の現状とこれに伴う課題や関係者の

取組について概観する。 

 

 

１．青少年によるＣＧＭサービスの利用の拡大 

○現状 

 近年、サイトへの書き込みやメッセージの交換等の双方向コミュニケーショ

ンを可能とするＣＧＭサービスの利用が拡大している。ＣＧＭサービスには、

ＳＮＳに加え、プロフィールの交換を主とするプロフサイト、小説や動画等の

投稿・交換を主とする投稿サイト等が含まれるが、このうち特にＳＮＳが急速

に普及している2。日本の代表的なＳＮＳである mixi、GREE、モバゲータウンの

                                                  
1 本報告書においては、「フィルタリング」として、青少年インターネット環境整備法上の

「青少年有害情報フィルタリングソフトウェア」（第２条第９項）と「青少年有害情報フィ

ルタリングサービス」（同条第 10 項）を総称しており、インターネットを利用して公衆の

閲覧に供されている情報を一定の基準に基づき選別した上インターネットを利用する者の

青少年有害情報の閲覧を制限するための機能を指す。 
2 ＳＮＳ以外では、近年、特に Twitter に代表される即時配信型コミュニケーションの青少
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会員数は、平成 22 年６月末時点において延べ約 6,126 万人に達しており、青少

年インターネット環境整備法検討時（平成 20 年３月末時点では延べ約 2,817 万

人）の２倍強となっている。 

 ＳＮＳには、利用者の経歴や顔写真又はアバター（サイト内の擬人キャラク

ター）等を公開するプロフィール機能、日記や掲示板等の投稿を通じて双方向

のコミュニケーションを行うコミュニティ機能、サイト内において利用者間で

メッセージをやり取りするメッセージ機能、他の利用者とコミュニケーション

しながらゲームを楽しむソーシャルゲーム機能等様々なものが用意されており、

利用者はインターネット上で自由な表現活動やコミュニケーションを楽しむこ

とができる。このように、ＳＮＳに代表されるＣＧＭサービスは、青少年の自

由な表現活動の場やコミュニケーション手段を提供するものであり、表現活動

等の体験を通じて青少年の健全な育成にも寄与し得ると積極的に評価できる側

面を有している。 

 

○課題 

 ＣＧＭサービスは、前述のとおり、表現活動等の体験を通じて青少年の健全

な育成に寄与し得るが、一方で、ＣＧＭサービスの利用に関係するトラブル3に

青少年が巻き込まれるケースの増加が指摘されている。ＣＧＭサービスの利用

に関係するトラブルの中でも、特に、ＣＧＭサービス利用に関係する青少年の

福祉犯被害が増大し問題となっている。 

 警察庁の統計によれば、いわゆる出会い系サイト4に関係した事件の検挙件数

が近年減少している（平成 20 年：1,592 件、平成 21 年：1,203 件）のに対し、

ＣＧＭサービスに関係した事件の検挙件数は増加傾向を示している（平成 20

年：994 件、平成 21 年：1,347 件、平成 22 年上半期：730 件）。罪種別では、青

少年健全育成条例違反がほとんどを占めているが（平成 22 年上半期：430 件）、

強姦等の重要犯罪も少数ながら発生している（平成 22 年上半期：16 件）。 

 

○関係者によるこれまでの取組 

 ＣＧＭサービス利用に関係する福祉犯被害への対策については、多くの関係

                                                                                                                                                  
年への普及が進みつつあるとの指摘がある。 
3 ＣＧＭサービスの利用に関係するトラブルは、主として、閲覧そのものではなく、それが

不適切に利用された場合に発生しており、例えば「人の性行為又は性器等のわいせつな描

写その他の著しく性欲を興奮させ又は刺激する情報」等の、閲覧そのものが青少年の健全

な育成を著しく阻害すると考えられる情報が惹起する問題とは質的に異なるとの指摘があ

る。 
4 本報告書において、出会い系サイトとは、「インターネット異性紹介事業を利用して児童

を誘引する行為の規制等に関する法律（平成 15 年法律第 83 号）」に規定するインターネ

ット異性紹介事業を行うサイトを指す。 
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者による取組が着実に進展している。 

 

【行政】 

 行政はこれまでも青少年が安全に安心してインターネット利用できるよう、

環境の整備に取り組んできたが、特にＣＧＭサービスの利用に関係する福祉犯

被害への対策について、犯罪の取締りの徹底を基本としつつ、関係事業者等に

よる自主的取組を支援する施策が推進されている。具体的には、犯罪事例の分

析を元に、フィルタリングの普及、ＣＧＭサービス会員間のメッセージ機能（い

わゆる「ミニメール」）の内容確認に係る法的な位置づけの明確化及び実効性

のある機能制限（いわゆる「ゾーニング」）の促進に取り組んでいる。 

 

【民間団体】 

ＰＴＡ、消費者団体、学識経験者及び産業界等の関係者で構成される安心ネ

ットづくり促進協議会5において、ＣＧＭサービス利用に関係する福祉犯被害防

止について検討が進められ、平成 21 年 10 月に報告書「子どもを護るために」6が

まとめられている。同報告書では、各関係者が果たすべき役割の整理とともに、

有効な対策案として年齢認証の確実化とミニメールの内容確認（「ＣＧＭ運営者」

で後述。）が提言されており、本研究会（利用者視点を踏まえたＩＣＴサービス

に係る諸問題に関する研究会）の第二次提言（平成 22 年５月）を踏まえた総務

省による法的な位置づけの明確化を経て、ＣＧＭ運営者により順次実行に移さ

れている。警察庁の調査結果7によれば、福祉犯の被疑者の約６割がミニメール

を利用しており、約４割が年齢を詐称していることから、両対策の効果が期待

されるところである。 

また、同協議会では、平成 22 年 10 月に、ＣＧＭサービス等を利用する上で

被害に遭わないための具体的な対策を簡潔に示した「子どもを守るための緊急

アピール」8を取りまとめて精力的に啓発活動を行っており、その効果が期待さ

れる。 

 

 

                                                  
5 ＰＴＡ団体、教育関係者、携帯電話事業者、インターネット関係者等の幅広い産学の関係

者が参画して、平成 21 年２月に設立された。詳細は、「５．民間団体による自主的な取組」

を参照。 
6 http://good-net.jp/modules/news/uploadFile/2009102925.pdf 参照。 
7「非出会い系サイトに起因する児童被害の事犯に係る調査分析について」（平成 22 年 10

月 28 日警察庁発表） 
8 「親子で話そう！」、「フィルタリングを使おう！」及び「知らない人の誘いに乗らない！」

を３か条とするもの。http://good-net.jp/modules/news/uploadFile/2010100847.pdf 参照。 
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【ＣＧＭ運営者】 

 ＣＧＭ運営者自身も、青少年利用者に配慮したサイト運営に取り組んでいる。

取組の中でも、とりわけ効果が期待されているのが、悪意ある大人による出会

いの誘引に悪用され得る特定の機能の制限と、ミニメールやプロフィール、日

記、掲示板等の内容確認である。 

機能制限は、ＣＧＭ運営者ごとにその詳細は異なるが、利用者検索機能やミ

ニメール機能等の、面識のない他人同士の接触を容易にし得る機能について、

利用者の年齢やフィルタリングへの加入状況に応じて利用可能な範囲を制限す

るものである。前出の警察庁の調査結果によれば、福祉犯の被疑者の約６割が

ミニメールでのやり取りを通じて実際の出会いに繋げていることから、その効

果が期待されている。なお、前述のとおり、機能制限による福祉犯被害の防止

の実効性を高める観点から、携帯電話事業者が保有する利用者の情報を利用し

た年齢認証の確実化が、大手のＣＧＭ運営者により導入されつつあり、その効

果が期待されている9。 

内容確認については、主要なＣＧＭ運営者が工夫を重ね、前提となる、約款

の策定及び効率的かつ実効的な監視手法の開発を進めてきた。とりわけミニメ

ールの内容確認は、複数のＣＧＭ運営者により導入され効果を挙げているとの

報告がある。現在、ＣＧＭ運営者は内容確認の更なる実効性の向上に取り組ん

でおり、福祉犯被害の防止に一層の効果が期待される。 

その他、ＣＧＭ運営者は、利用者からの通報機能の拡充や、不適切な投稿へ

の対応、前述の安心ネットづくり促進協議会や行政と連携した啓発活動の充実

にも精力的に取り組んでいる。 

 

【監視事業者】 

 ＣＧＭサービスの利用に関係する福祉犯被害に注目が集まる中、サイトの監

視業務を専門的に請け負う監視事業者が数多く現れている。大手ＣＧＭ運営者

は、自ら監視体制を確立する他、これらの監視事業者を積極的に活用しており、

監視事業者はＣＧＭサービスの健全化に大きく寄与しているといえる。また、

ＣＧＭ運営者の中には、自ら十分な監視体制を確立できない小規模な事業者も

多数存在しており、監視事業者の活用はこういった中小ＣＧＭサービスの健全

化にも資するものと評価できる。平成 22 年４月には、大手の監視事業者からな

る監視事業者連絡会が設立され、新規のＣＧＭ運営者向けに監視業務の概要を

                                                  
9 平成 22 年７月には、グリー(株)から、ＫＤＤＩ(株)が保有する年齢情報を活用した年齢

認証システムの導入に向けた検討を開始したとの発表がなされた。平成 23 年１月にはＫＤ

ＤＩ（株）からプレスリリースが発表され、同月下旬以降、au one GREE のみならず、mixi、

モバゲータウンにおいても、順次年齢確認サービスの提供がなされることが公表された。

http://www.kddi.com/corporate/news_release/2011/0119a/besshi.html 参照。 
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解説したガイドライン「監視会社が提案するコミュニティサイト監視業務基本

ガイドライン」を公表しており、特に、中小ＣＧＭサービスの健全化に効果を

発揮するものと期待されている。 

 

【第三者機関】 

 第三者機関は、ＣＧＭサービスの健全化に特に大きな役割を果たしている。

民間の第三者機関は、ＣＧＭサービス等青少年利用の多いモバイルコンテンツ

ビジネスの発展と青少年の保護を両立させる有効な対策として、総務省研究会

「インターネット上の違法・有害情報への対応に関する検討会」の「中間取り

まとめ」（平成 20 年４月）で提言された。同提言における民間の第三者機関は、

公正かつ透明な形で、青少年保護に配慮したサイトを認定し、フィルタリング

による閲覧制限を解除させる機能を営み、ＣＧＭ運営者に青少年の利用に配慮

した運用管理体制の確立に向けたインセンティブを付与する機関として構想さ

れている。 

同提言と前後して、実際に、第三者機関である一般社団法人モバイルコンテ

ンツ審査・運用監視機構（以下「ＥＭＡ」という、設立時は有限責任中間法人。）

が平成 20 年４月に設立され、現在ＥＭＡが認定したモバイルサイトはブラック

リスト方式のフィルタリングにおいて閲覧制限の対象から除外されている10。ま

た、同年５月には、一般社団法人インターネットコンテンツ審査監視機構（Ｉ

－ＲＯＩ、設立時は有限責任中間法人）が設立され、平成 21 年 10 月には健全

性の認定を開始している。 

ＥＭＡの活動について詳述すると、ＥＭＡは平成 20 年７月からコミュニティ

サイト（ＣＧＭサービス）の運用管理体制認定のための審査の受付を開始して

いる。 

ＥＭＡにおける審査・認定は、ＥＭＡ内部の基準策定委員会により策定され

た基準に基づき、ＥＭＡ内部の審査・運用監視委員会が行っている。また、認

定後もＥＭＡの策定した基準にあったサイト運営がされているか審査・運用監

視委員会による運用監視が行われる。なお、基準策定委員会も、審査・運用監

視委員会も、認定を受ける事業者等と利害関係を有しない第三者の有識者で構

成された独立した委員会であり、相互に干渉しえない仕組みが講じられている。 
ＥＭＡがコミュニティサイト（ＣＧＭサービス）の運用管理体制認定のため

に策定した基準は、基本方針、監視体制、ユーザー対応、啓発・教育の４カテ

ゴリ 22 項目から構成される詳細な基準であり、青少年保護に十分な運用管理体

                                                  
10 ブラックリスト方式のフィルタリングにおける初期状態において、ＥＭＡ認定サイトは

閲覧制限の対象から除外されているが、フィルタリングのカスタマイズ機能を利用して、

ＥＭＡ認定サイトを閲覧制限の対象とすることも可能である。 
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制の確保をＣＧＭ運営者に促すものと評価できる。 
平成 22 年 12 月 20 日現在、ＥＭＡからコミュニティサイト運用管理体制認定

を受けたサイトは、33 サイトとなっている。 

 

【フィルタリング関係事業者】 

フィルタリング関係事業者においても、ＣＧＭサービスの利用に伴う青少年

のトラブルを防ぐための取組が見られる。 

従来、掲示板・ブログ・プロフィール・ＳＮＳ等双方向利用が可能なサイト

は、一般に全て全てが「コミュニケーション」カテゴリとして、フィルタリン

グリスト上に分類・収録され、また特に携帯電話向けのフィルタリングでは、

同カテゴリが一律に閲覧制限の対象とされてきた。携帯電話向けフィルタリン

グのフィルタリングリスト提供事業者であるネットスター（株）は、青少年の

安全な利用等へのサイト運営側の配慮の程度を、主に提供機能面等から外形的

に評価する仕組みを新たに構築し、同カテゴリを４段階へと細分化している。

この取組は、第三者機関の認定を受けにくいような、比較的規模の小さいＣＧ

Ｍ運営者等であっても、適切な青少年保護への取組を行っていれば、フィルタ

リングによる一律の閲覧制限対象となることを避けることができるという特色

を有しており、中小ＣＧＭサービスの健全化に資する取組と評価できる。既に、

この新しい分類基準のフィルタリングリストが、年齢層別のフィルタリングの

一部として一部の携帯電話事業者によって採用されている。 

 

 

２．青少年有害情報の流通の増大 

○現状と課題 

 従来型の単純なウェブブラウジングや電子掲示板も依然利用されており、イ

ンターネット上に流通する青少年有害情報の数は引き続き増加傾向にあると考

えられる。サイト上に流通する青少年有害情報の数を正確に示した統計は存在

しないが、例えば、インターネット・ホットラインセンターが違法有害情報と

して通報を受理した件数は、平成 19 年に 84,964 件だったのが平成 21 年には

130,586 件に増加しており11、違法有害情報の増加傾向がうかがい知れる。もっ

とも、インターネット・ホットラインセンターの違法有害情報と青少年インタ

ーネット環境整備法が対象とする青少年有害情報とは重複する部分が存在する

                                                  
11 なお、平成 20 年通年において受理された通報数は 135,126 件であるところ、平成 21 年

における通報受理件数は平成 20 年より多少減少している。しかしながら、平成 21 年上半

期の通報受理数 62,462 件に対し、平成 22 年上半期の通報受理数が 78,130 件と増加してい

ることに鑑みれば、やはり全体的には違法有害情報の流通は増大傾向にあると考えられる。 
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と考えられるものの、各々の定義が異なること、青少年有害情報の個別該当性

は情報の受信者側で判断されること等に留意して、この統計結果を慎重に分析

する必要がある。 

 

○関係者によるこれまでの取組 

 青少年有害情報の流通の増大に対する取組は、インターネット上の自由な表

現活動及び青少年の知る権利を確保する観点から、情報の発信者側ではなく、

フィルタリングといった受信者側でのコントロールを促進する施策を中心にな

されてきた。しかしながら、増大する青少年有害情報の流通に効果的に対処す

るため、引き続き受信者側でのコントロールを重視しつつも、発信者側へのア

プローチも行われている。 

例えば、青少年インターネット環境整備法では、特定サーバー管理者（法第

２条第 11 項）12に対して、青少年閲覧防止措置（法第 21 条）、連絡受付体制整

備（法第 22 条）及び青少年閲覧防止措置に関する記録の作成及び保存（法第 23

条）について努力義務を定めている。また、法の施行前から、特定サーバー管

理者において、違法有害情報に対する自主的な取組が進められてきている。こ

れらの取組の一部について、個々の事業者等による取組と、事業者団体等によ

る取組とに分けて紹介する。 

 

【個々の事業者による取組／サービス約款の整備】 

 特定サーバー管理者には、電子掲示板の管理者、ホスティングサービス事業

者等の様々な主体が含まれ、個々の特定サーバー管理者による取組は多々あり

得る13が、ここでは上位の特定サーバー管理者（ホスティングサービス事業者等）

が、下位の特定サーバー管理者（電子掲示板の管理者等）との間で締結するサ

ービス約款を整備して、青少年有害情報対策を行っている例を紹介する。サー

ビス約款による青少年有害情報対策の例としては、主に、以下の２つの取組が

挙げられる。 

 

ⅰ）青少年有害情報の掲示禁止 

上位の特定サーバー管理者が提供するサービスを利用して、青少年有害情

報をインターネット上に流通させる行為を禁止行為として定め、下位の特定

                                                  
12 法第２条第 11 項「この法律において『特定サーバー管理者』とは、インターネットを利

用した公衆による情報の閲覧の用に供されるサーバー（以下「特定サーバー」という。）を

用いて、他人の求めに応じ情報をインターネットを利用して公衆による閲覧ができる状態

に置き、これに閲覧をさせる役務を提供する者をいう。」 
13 個々の電子掲示板の管理者等による自主的な青少年有害情報対策も相当程度行われてい

るとの指摘がある。 
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サーバー管理者が当該定めに反した場合、上位の特定サーバー管理者におい

て、当該青少年有害情報の削除を行い得る、さらには下位の特定サーバー管

理者に対するサービスの提供停止や解約を行い得る旨をサービス約款で定め

ている例。 

ⅱ）連絡先の明示 

特定サーバー上にメールアドレス等の連絡先を明示することを要請し、下

位の特定サーバー管理者が当該定めに反した場合、上位の特定サーバー管理

者は、サービスの提供停止や解約を行い得る旨をサービス約款で定めている

例。 

 

【事業者団体等による取組】 

 上記でその一例を記載した個々の特定サーバー管理者の取組とともに、特定

サーバー管理者たる事業者で構成される事業者団体等によっても、インターネ

ット上の違法有害情報に対する対策は、青少年インターネット環境整備法の施

行以前から継続的に進められてきている。違法有害情報は青少年有害情報と重

なる部分もあるため、その意味では事業者団体等においても青少年有害情報対

策が進められてきていると評価できる。 

特に重要な例として、社団法人電気通信事業者協会、社団法人テレコムサー

ビス協会、社団法人日本インターネットプロバイダー協会及び社団法人日本ケ

ーブルテレビ連盟の４団体（以下、これらの４団体を総称して「関連事業者４

団体」という。）が参加する違法情報等対応連絡会による「インターネット上の

違法な情報への対応に関するガイドライン」（平成 18 年 11 月、その後改訂）及

び「違法・有害情報への対応等に関する契約約款モデル条項」（平成 18 年 11 月、

その後改訂）の策定等がある。これらの従前の取組については、総務省検討会

「インターネット上の違法・有害情報への対応に関する検討会」の「最終取り

まとめ」（平成 21 年１月）で詳しく記載されている点でもあるので、本報告書

では青少年インターネット環境整備法の施行（平成 21 年４月）以降に行われた

事業者団体等の取組を例として紹介する。 

 

ⅰ）違法有害情報相談センターの体制強化 

違法有害情報相談センター（前身：違法・有害情報事業者相談センター）

は、電気通信事業者から寄せられるインターネット上の違法・有害情報に関

する相談窓口として、社団法人テレコムサービス協会内に、総務省の支援の

もと、平成 20 年２月に設立された。 

当初、同センターは総務省に登録がある電気通信事業者及び関連事業者４

団体の会員事業者の相談窓口として機能していたが、その後、平成 21 年８月
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に体制を強化し、前記会員事業者のみならず、学校関係者、中小プロバイダ

ー、掲示板管理者等からの相談にも対応することとしている。さらに、受け

付ける相談の内容も、違法有害情報に限らず、ネットいじめ等に至るまで幅

広く対応することとなっている。 

ⅱ）関連事業者４団体によるガイドライン等の改訂 

 前述のとおり、違法有害情報対策として、関連事業者４団体において平成

18 年 11 月に策定された「インターネット上の違法な情報への対応に関するガ

イドライン」及び「違法・有害情報への対応等に関する契約約款モデル条項」

は、その後の法改正等に対応して自主的に改正が重ねられ14、変化する違法有

害情報に対応したものとなっている。 

 

【第三者機関による取組】 

モバイルコンテンツにつき審査・認定を行う第三者機関であるＥＭＡは、前

述したコミュニティサイト運用管理体制認定とは別に、平成 21 年 10 月からサ

イト表現運用管理体制認定のための審査を開始している。当該認定基準は４カ

テゴリ 14 項目からなる詳細なものであり、サイト管理者が運用管理体制を構築

するに際し、アクセス制限対象とすべき５要件として、①画像・表現・描写な

どにより著しく性欲を刺激するもの、②暴力的又は陰惨な画像・表現・描写な

どにより興味本位に暴力行為又は残虐性を喚起・助長するもの、③自殺を誘発・

助長・ほう助するもの、④犯罪行為及び刑罰法令に抵触する行為又は誘引・助

長・ほう助するもの、⑤その他、青少年の健全な育成を著しく阻害するおそれ

があるものが挙げられており、青少年有害情報への対策を行っていると評価で

きる15。平成 22 年 12 月 20 日現在、サイト表現運用管理体制認定を受けたサイ

トは３サイト存在する。 

 
 
３．インターネット接続可能機器等の多様化の進展 

○現状 

 ＩＣＴ技術の発展に伴い、スマートフォン等の多様なインターネット接続可

能機器が現れ、こういった機器が多様なネットワークに接続する状況が現出し

つつある。 

インターネット接続可能機器については、従来のパーソナルコンピュータや

                                                  
14 例えば、平成 22 年１月に、薬物関連法規の判断基準について細分化を行い明記する他、

平成 22 年９月には貸金業法の改正に対応した改正を行っている。 
15 ＥＭＡはサイト上の表現の運用管理体制につき認定を行っているのであり、個々の表現

について認定を行っているのではない。 
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携帯電話端末に加え、スマートフォン、スレート型パーソナルコンピュータ、

電子書籍端末、携帯型ゲーム機、WiMAX モバイルルータ等の多様な端末の普及が

進みつつある。このうち、近年、急速に普及が進みつつあるのがスマートフォ

ンである。スマートフォンと従来の携帯電話端末の境界は曖昧でありスマート

フォンを厳密に定義することは困難であるが、一般的に、スマートフォンは従

来の携帯電話端末と比較して、アプリケーションを追加する等の事後的なカス

タマイズが可能であり、より利用の自由度が高い16。 

ネットワークについては、特に無線ネットワークの多様化が顕著である。従

来の携帯電話回線網を利用したインターネット接続に加えて、公衆無線ＬＡＮ

が本格的に普及期に入っている。また、WiMAX やＬＴＥ等の新たな通信規格が出

現している。 

 

○課題 

 多様なインターネット接続可能機器等の出現は、青少年インターネット環境

整備法におけるフィルタリング提供義務規定の課題を浮き彫りにしている。第

一に、新たに出現したサービスについて、青少年のインターネット利用への影

響という観点から、法が課すフィルタリング提供義務が重すぎるのではないか、

あるいは軽すぎるのではないかとの指摘がなされている。例えば、携帯電話端

末から携帯電話インターネット網を通じて携帯電話インターネットに接続する

際には法第 17 条の義務対象となるにもかかわらず、無線ＬＡＮを通じて接続す

る際には法第 18 条の義務対象となる点があげられる。（詳しくは第２部「５．

多様なデバイス、ネットワークの多様化への対応」参照。）また、携帯電話端末

を利用したインターネット接続について、携帯電話インターネット接続事業者

のみにフィルタリング提供義務を課し、携帯電話端末等17の製造事業者に義務を

課していないことが、フィルタリング提供義務の円滑な履行を妨げているので

はないかとの指摘がある。例えば、スマートフォンのように高い処理能力を持

つ端末では、端末側でフィルタリングを提供することが技術的に可能になって

いるが、法の義務規定がネットワーク側（携帯電話インターネット接続事業者）

に課されていることが、携帯電話端末等におけるフィルタリング技術の効率的

な発展を妨げる要因の一つとなっているのではないかとの指摘がある。 

 

 

 

                                                  
16 青少年インターネット環境整備法の「携帯電話端末」（第２条第７項）には従来の携帯電

話端末のみならず、スマートフォンも含まれると考えられる。 
17 携帯電話端末及びＰＨＳ端末（法第 19 条） 
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○関係者によるこれまでの取組 

 現状、新たなインターネット接続可能機器等についても、基本的に、事業者

によって法が定める範囲のフィルタリング提供義務が確実に履行されている。

例えば、スマートフォン（携帯電話回線利用の場合）については、法第 17 条第

１項が適用されると解されており、携帯電話インターネット接続役務提供事業

者によって確実にフィルタリングが提供されている。また、携帯電話インター

ネット接続役務提供事業者の自主的な取組によってフィルタリングの提供がな

されている場合もある。例えば、スマートフォン（無線ＬＡＮ利用の場合）に

は、法第 18 条が適用されるが、一部端末では、無線ＬＡＮ利用の場合にもフィ

ルタリングを利用することが可能となっている。 

 

 

４．フィルタリングの普及 

○現状 

 フィルタリングについては、青少年有害情報への有効な対策として、その普

及が行政及び民間の関係者によって図られてきた。 

特に、携帯電話端末を利用したインターネット接続へのフィルタリングにつ

いては、平成 19 年の総務大臣による携帯電話事業者等への要請18が契機となっ

て急速に普及が進んだ。平成 21 年４月に施行された青少年インターネット環境

整備法では、フィルタリングの提供が原則義務化され、より一層普及が進んで

いる。携帯電話向けフィルタリングの契約数は約 719 万契約（平成 22 年 12 月

末時点）に達しており、平成 19年の総務大臣要請前の約 210 万契約と比較して、

３倍強となっている。また、フィルタリング機能の改善も図られている。以前

のフィルタリングは画一的で、利用者側の意図を適切に反映させることが難し

い等の問題点が指摘されていたが、総務省研究会「インターネット上の違法・

有害情報への対応に関する検討会 中間取りまとめ（平成 20 年４月）」で改善

点について議論され、これを受けて、総務省はカスタマイズ機能19の実装等の利

用者の選択肢を増やすサービス提供の検討を携帯電話事業者等に要請した20。そ

の後、各携帯電話事業者が順次カスタマイズ機能をはじめとし、インターネッ

ト機能の利用時間帯制限機能や年齢層別のフィルタリングの提供を開始してい

る。 

                                                  
18 「青少年が使用する携帯電話・ＰＨＳにおける有害サイトアクセス制限サービス（フィ
ルタリングサービス）の導入促進に関する携帯電話事業者等への要請」（平成 19 年 12 月 10
日） 
19 アクセス制限対象をカテゴリやサイトごとに個別設定できる機能。 
20 「携帯電話・ＰＨＳのフィルタリングサービスの改善等に関する携帯電話事業者等への

要請」（平成 20 年４月 25 日） 
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○課題 

 このように携帯電話フィルタリングは着実に普及が図られてきているものの、

ここ数年、普及率が伸び悩みつつあるとの指摘がなされている。内閣府による

調査21では、平成 21 年 11 月末時点の携帯電話向けフィルタリングの普及率は、

高校生で 38.7％、中学生で 54.7％、小学生で 61.7％となっており、普及に天井

感が見られる。 

法第17条で携帯電話インターネット接続役務提供事業者にフィルタリングの

提供が原則義務化されていることを考えれば、普及が進まない主要な理由は、

保護者によるフィルタリングの非加入・解除の判断にあると考えられる。青少

年のリテラシーが高まった結果として保護者や青少年がフィルタリングを不要

と判断したのであれば問題ないと考えられるが、解除のリスクを正しく理解し

ていない保護者が安易にフィルタリングを解除している場合や、個別の事情に

合わせた調節（カスタマイズ機能等）の必要性や具体的な方法が保護者に知ら

れていない等、フィルタリングそのものに対する保護者の理解が不足している

場合には、改善の取組により一層の普及を図ることが必要である。 

 

○関係者によるこれまでの取組 

 フィルタリングの普及は、青少年インターネット利用環境整備施策の中核と

して、関係者によって精力的に進められてきたところである。 

 

【国及び地方公共団体】 

 前述のとおり、国は、平成 21 年４月に青少年インターネット環境整備法を施

行し、携帯電話インターネット接続役務提供事業者、インターネット接続役務

提供事業者及びインターネット接続可能機器製造事業者に、それぞれフィルタ

リング提供義務を課し、フィルタリングの普及を進めている。同法の施行後も、

引き続き、平成 21 年６月に策定した「青少年が安全に安心してインターネット

を利用できるようにするための施策に関する基本的な計画」（いわゆる青少年イ

ンターネット環境整備基本計画）に基づいて、普及啓発等の活動を精力的に進

めている。 

地方公共団体においても、フィルタリングの普及が進められている。一部の

都道府県で、条例の具体的な規定ぶりに差異は見られるものの、携帯電話事業

者、インターネット接続事業者及びインターネット接続可能機器製造事業者に

フィルタリング提供義務（努力義務を含む。）を課す条例が制定、施行されつつ

ある。近年では、フィルタリングの更なる普及の徹底を目指し、保護者による

安易なフィルタリング解除を防ぐため、複数の都府県（兵庫県、石川県、埼玉

                                                  
21「青少年のインターネット利用環境実態調査」（平成 22 年４月公表） 
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県、京都府、神奈川県、東京都）で、保護者に対して、フィルタリング不要の

申出をする際の理由の限定及び理由書の提出義務を規定する条例が制定されて

いる。また、広島市ではフィルタリング機能にかかる基準を市が具体的に策定

する旨規定した条例が制定されている他、石川県では、保護者に、小学生・中

学生等に携帯電話端末を持たせない努力義務を課す条例が制定されている。 

 
【携帯電話事業者】 

 携帯電話事業者もフィルタリングの普及促進に取り組んでいる。携帯電話事

業者としては、社団法人電気通信事業者協会内において「青少年有害情報対策

部会」（平成 17 年設立）を定期的に開催し、青少年の携帯電話の安全な利用促

進のために必要な施策等の検討を業界全体として行っている。 

また、各事業者ごとの取組も進んでいる。第一に、利用者のニーズにあわせ

て、フィルタリングの充実・改善に取り組んでいる。例えば、アクセス制限対

象をカテゴリやサイトごとに個別設定するカスタマイズ機能が複数の携帯電話

事業者で提供されている。この他、インターネット機能の利用時間帯制限機能

や年齢層別のフィルタリングも提供されている。第二に、窓口でのフィルタリ

ングの加入奨励等に尽力している。例えば、フィルタリングの原則提供を確実

にするための申込書欄の改定を行っているほか、保護者による安易なフィルタ

リング解除を防止するための解除理由の取得等を行っている。平成 22 年４月に

は、窓口での望ましい対応を示した指針（「青少年への携帯電話等フィルタリン

グサービスの加入奨励に関する指針」22）を社団法人電気通信事業者協会が策定

しており、携帯電話事業者各社がこの指針に基づいて窓口の運用を強化してい

る。第三に、フィルタリングの普及啓発に取り組んでいる。例えば、普及啓発

を目的とした事業者独自の教育プログラムを全国で実施している他、行政と連

携した普及啓発活動「e―ネットキャラバン」の講師派遣に主体的に取り組んで

いる。 
 

【フィルタリング関係事業者】 

 フィルタリング関係事業者も、フィルタリングの充実・改善と普及啓発に取

り組んでいる。フィルタリング関係事業者の活動には、とりわけ、ヤフー (株)

とネットスター(株)による研究会「子どもたちのインターネット利用について

考える研究会」の活動があげられる。同研究会は、青少年の適切なインターネ

                                                  
22 同指針は、「使用者の確認」、「携帯電話等インターネットサービス及び携帯電話等フィル

タリングサービスの説明」、「加入/非加入意思の確認」、「利用中の携帯電話等フィルタリン

グサービス解除申出の確認」の各フローに従って、望ましい対応を示している。

http://www.tca.or.jp/mobile/filteringshishin.html 参照。 
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ット利用を促進するため、主に保護者向けの情報提供を目的として平成 20 年４

月に設立され、調査研究や普及啓発活動に取り組んでいる。ネットスター(株)

では、同研究会の第一次提言を参考に、リスト分類基準の大幅な見直しを実施

し、一部の携帯電話事業者に提供している。 

この他、保護者および青少年のメディア利用についての学識者で構成された

会議「保護者のためのフィルタリング研究会」が大手フィルタリング関係事業

者により平成 22 年４月に設立されている。同会議は、フィルタリング全般がよ

り利用者（保護者）本位で提供されるために解決すべき課題等を明らかにし、

改善のための提言を行うことを目的に、調査研究に取り組んでいる。平成 23 年

1 月にはフィルタリング提供事業者への提言や、保護者向けのフィルタリング利

用ガイドラインなどをまとめた活動報告書を公表している。23 

 
【第三者機関】 

ＥＭＡは、モバイルコンテンツの認定関連業務と別に、ＩＣＴリテラシーの

啓発・教育活動も行っている。具体的には、「ケータイ・インターネットの歩

き方」と題する青少年及び保護者向けの啓発・教育コンテンツを作成し、自ら

のホームページ等に掲示する他、小中学校における情報モラル教育の講演も行

い、青少年や保護者のＩＣＴリテラシーの向上のための活動を行っている。 

 

 

５．民間団体による自主的な取組の発展 

従来から、青少年のインターネット利用環境整備については、社団法人日本

ＰＴＡ全国協議会や社団法人全国高等学校ＰＴＡ連合会等のＰＴＡ団体、事業

者団体及びＮＰＯ24等が幅広い活動を行ってきたが、民間の自主的取組の尊重を

基本理念に掲げる青少年インターネット環境整備法の成立により、こうした活

動がより一層活発になっている。こういった民間団体による自主的な取組は、

自浄能力のあるインターネット世界の構築に向けて重要な意義を有している。 

                                                  
23 同報告書では、フィルタリング提供事業者向けの四つの行動指針として「基本性能を高

める努力」、「青少年の安全を最優先にしたサービス設計や運用」、「保護者の理解度や予備

知識に応じたサービス設計」及び「製品・サービスの透明性確保への積極的な努力」を提

言している他、行政や関係事業者等に対して個別に提言を行っている。「保護者のためのフ

ィルタリング研究会活動報告書」については以下を参照。 

http://www.parental-filtering.org/files/report20110121.pdf 
24 例えば、ＮＰＯ法人ＣＡＮＶＡＳは、「こども向け参加型創造・表現活動の全国普及・国

際交流を推進するＮＰＯ」として、こどもの新たな学びと創造の場となるワークショップ

や、インターネットや携帯電話の功罪をテーマにしたセミナー等を開催している。また、

各地域に学校等と連携した青少年に対するＩＣＴリテラシー教育等を行うＮＰＯ等が多数

活動している。 
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こうした民間の活動の中でも、とりわけ、幅広い関係者の参画により平成 21

年２月に設立された安心ネットづくり促進協議会の活動が注目される。同協議

会は、総務省の「安心ネットづくり促進プログラム」25を受けて、ＰＴＡ団体、

教育関係者、携帯電話事業者、インターネット関係者等の幅広い産学の関係者

が参画して設立された団体であり、インターネット利用環境の整備を目指した

普及啓発活動や調査検証事業等を行っている。 

具体的には、ＰＴＡ団体等と連携したシンポジウムやワークショップ等を各

地で開催し、広く国民一般を対象としたリテラシー向上の推進に取り組んでい

る。この他、インターネットや様々なメディアを活用し、リテラシー向上やフ

ィルタリングの普及等の活動に取り組んでいる26。また、有識者やインターネッ

ト関連企業を中心に幅広く知見を集約し、青少年の成長に係るインターネット

影響調査、ＣＧＭサイトにおける福祉事犯対策や児童ポルノ対策等について、

調査・検証・対策を行っている27。これらの調査研究成果は、行政、民間企業、

教育機関等の活動に反映されつつあり、その効果が期待されている。 

 

 

 

 

 

                                                  
25 平成 21 年１月６日に策定されたインターネット上の違法・有害情報対策の包括的政策パ

ッケージ。 
26 「地域事業」として、協議会会員のナレッジとノウハウを連携する内容で国民一人ひと

りが考えることを目的に、全国各地でのシンポジウム等の啓発事業を 26 ヶ所で実施してい

る。（平成 22 年末時点）また、「全国事業」として、平成 21 年８月に「もっとグッドネッ

ト」ポータルサイトを立ち上げ、協議会としてのアピールである「もっとグッドネット宣

言」を募る等、協議会会員内外を含めたリテラシー向上のための取組を行っている。 
27「暴力・いじめ」「性行動」「自殺」「依存」の４つの分野についての「インターネット上

の違法有害情報の分野別影響調査」（継続実施中）、児童ポルノ対策のうち「ＩＳＰ技術者

によるブロッキングに関する技術面・コスト面検討」「法的問題の検討」等に関する成果報

告書の取りまとめ（平成 22 年６月）、コミュニティサイトの利用を契機として発生してい

る問題について、その課題整理と新たな対策を検討した報告書「子どもを護るために」の

取りまとめ（平成 21 年 10 月）等を行っている。 
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第２部 具体的な提言 

 

 本研究会では、青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の

整備について以下のとおり提言する。提言は、まず基本的な考え方を確立し、

それに基づいて各関係者に求められる役割と各関係者に当面具体的に求められ

る事項を整理している。さらに、特に検討が必要な３つの事項（特定サーバー

管理者に期待される取組、第三者機関の在り方、多様なインターネット接続可

能機器等への対応）については、それぞれ項を分けて検討している。 

 

１．基本的な考え方 

 青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備に関する施

策（以下、「青少年インターネット利用環境整備施策」という。）は、以下の５

つの基本的な考え方に則してなされるべきである。 

 

①リテラシー向上と閲覧機会の最小化のバランス 

青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境を整備するため、

あらゆる機会を利用して、青少年のインターネットを適切に活用する能力の

向上を図る施策を行う。これを補完するため、青少年がインターネットを利

用して青少年有害情報を閲覧する機会をできるだけ少なくするための施策を

行う。 

青少年インターネット利用環境整備施策は、青少年のインターネットを適切

に活用する能力（以下「リテラシー」という。）の向上を図ることと、青少年に

よる青少年有害情報の閲覧の機会をできるだけ少なくすること（青少年有害情

報の閲覧機会の最小化）という２つの対策を軸として展開されるが、このうち

リテラシーの向上を基本として行われるべきである。 

インターネット上には、青少年の健全な育成を著しく阻害する青少年有害情

報が流通しており、有効な対策が必要であることは論をまたない。一方で、イ

ンターネットは、国民の社会活動、文化活動、経済活動等のあらゆる活動の基

盤として利用され、国民生活に必要不可欠な存在となっており、青少年にとっ

ても、主に表現活動や知識の習得の場として活用されるなど、その恩恵は計り

知れない。 

青少年有害情報の閲覧機会の最小化は必要かつ有効な対策ではあるが、成人

になるまでに十分なリテラシーを身につけることが必須であること及び閲覧の

機会を完全になくすことが非常に困難であることを斟酌すれば、青少年インタ

ーネット利用環境整備に係る根本的な対策はリテラシーの向上を着実に行うこ

とによってなされるべきである。また、閲覧機会の最小化はインターネット上
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の自由な表現活動等への重大な影響があり、この観点からもリテラシーの向上

を基本的な施策とすべきである。 

もちろん、全ての青少年に一定以上のリテラシーを身につけさせた上でイン

ターネットを利用させることが困難であることを考えれば、フィルタリング等

の青少年有害情報の閲覧機会の最小化も重要な施策であって軽視されるべきで

はなく、リテラシーの向上を補完する形でなされるべきである。リテラシーの

向上と青少年有害情報の閲覧機会の最小化のバランスは、青少年の発達段階に

応じて変化させていくことが望ましい。具体的には、低年齢層等のリテラシー

の低い青少年に対しては、リテラシーの向上を基本としながらも、閲覧の機会

の最小化にも重点をおき、青少年の発達に伴って段階的に閲覧機会の最小化の

比重を軽くし、青少年の自律的な利用を前提とした対策、すなわちリテラシー

の向上に移行していくことが望ましい。 

 

②受信者側へのアプローチ 

青少年がインターネットを利用して青少年有害情報を閲覧する機会をできる

だけ少なくするための施策は、インターネット上の自由な表現活動を確保す

る観点から、受信者側へのアプローチを原則とする。 

青少年有害情報の閲覧機会の最小化については、情報の発信者側へのアプロ

ーチと、情報の受信者側へのアプローチに大別することが出来る。前者として

は、例えば、特定サーバー管理者に対する青少年閲覧防止措置の努力義務が、

後者としては、例えば、利用者やその保護者による自発的なフィルタリングの

導入やペアレンタルコントロール機能の活用があげられる。青少年有害情報へ

の対応は、インターネット上の自由な表現活動や青少年の知る権利等を確保す

る観点から、情報の発信者側ではなく、受信者側へのアプローチを原則とすべ

きであって、たとえ、特定サーバー管理者等の、情報の発信者や情報の媒介者

に対して、行政が規制を行う場合であっても、補足的な対策として必要最小限

にとどめなければならない。 

 

③保護者及び関係者の役割 

青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境を整備する役割を

担い、権利を持つのは、一義的にはその青少年を直接監護・教育する立場に

ある保護者である。ただし、保護者が単独でその役割を全うすることは困難

なため、関係者は連携協力して保護者を補助する各々の役割を果たさなけれ

ばならない。 

 青少年のインターネット利用環境整備についてどのような対策をとるべきか

という判断は、青少年の置かれている環境やその発達段階や教育方針に応じて
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異なり得るため、かかる事項に適切な判断を下す能力を持ち、役割を担い、権

利を持つのは、一義的には、青少年を直接監護・教育する立場にある保護者で

ある。 

しかしながら、ＩＣＴ技術の急速な発達に伴うインターネット上のサービス

の多様化等の事情を斟酌すると、その役割を果たすには保護者に相応のリテラ

シーが要求されており、保護者が単独でその役割を全うすることは現実的では

ない。こういった事情に対応し、関係者（行政、関係事業者、教育関係者、地

域、民間団体等）は連携協力して、保護者を補助する各々の役割を果たさなけ

ればならない。 

 

④民間主導と行政の支援 

青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備に当たって

は、まずは、民間による自主的かつ主体的な取組を尊重し、これを更に行政

が支援する。 

 インターネット上の自由な表現活動等の重要性に配慮すれば、青少年のイン

ターネット利用環境整備施策は、まずは民間による自主的かつ主体的な取組を

尊重し、これを更に行政が支援することでなされるべきである。民間による自

主的かつ主体的な取組及びこれに対する行政の支援が有効であることは、法の

施行以降、民間の各関係者（教育関係者、事業者、民間団体等）による取組が、

フィルタリングの普及等、インターネットの利用環境整備に効果をあげてきた

ことからも明らかである。 
 

⑤有害性の判断への行政の不干渉 

いかなる情報が青少年有害情報であるかは、民間が判断すべきであって、そ

の判断に国の行政機関等は干渉してはならない。 

法附帯決議（平成 20 年６月 10 日参議院内閣委員会）第４項にも明らかなよ

うに、いかなる情報が青少年有害情報に該当するかは、民間の判断の積み重ね

により絶えずコンセンサスの形成が目指されるべきものであり、青少年有害情

報の具体的な基準策定及び当該基準に基づいた個別の判断に国の行政機関等

（国の行政機関及び地方公共団体等）が干渉してはならない。 

 
 
２．各関係者に求められる役割、当面具体的に求められる事項 

２－１ 保護者関係 

○求められる役割 

 基本的な考え方でも触れたとおり、保護者は、その保護する青少年のインタ
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ーネット利用環境整備に係る対策について、青少年の発達段階や教育方針に応

じて適切に判断する役割を担うことが求められる。保護者は、かかる事項に適

切な判断を下すために必要な知識・能力を身につけることが求められる。具体

的には、インターネットにおいて青少年有害情報が多く流通していることを積

極的に認識すること、青少年のインターネットの利用の状況と青少年のリテラ

シーの向上を図るとともにそのレベルを適切に把握すること、及び保護者自ら

のリテラシーを向上させることが挙げられる。 

 
○当面具体的に求められる事項 

 前述の求められる役割に照らし、保護者には特に以下の事項が求められる。 
 新たにインターネット接続サービスを青少年に利用させる場合には、発達段

階に応じた適切な利用ルールを定め、ルールの履行状況を継続的に管理する

ことが求められる。その際、家族間のコミュニケーションや青少年の生活習

慣に与える影響について特に留意することが求められる。 
 フィルタリング等によるインターネット利用の管理の比重を軽くし、青少年

の自律的な利用を前提とした対策に移行する場合は、青少年のリテラシーが

十分な水準に達していることが前提となる。青少年本人の申し出のみによら

ず、日常の家庭内での会話の内容等に基づき、青少年のリテラシーの水準を

的確に評価することが求められる。 

 
○リテラシーが十分でない保護者への対応 

リテラシーが十分でない保護者によって、安易なフィルタリングの不使用/解

除がなされているとの指摘がある。こういった状況に対応するため、保護者の

判断を制限する取組（フィルタリング解除理由の制限や解除理由書の提出等）

が検討され、一部地方公共団体の条例で実施されている。 

 こういった取組は、フィルタリング普及に一定の効果をあげていると考えら

れる。しかしながら、基本的な考え方に沿えば、まずは保護者の判断を尊重す

べきであり、保護者が自らの教育方針等に基づきフィルタリング解除が適切と

判断しても解除ができない場合があり得るというデメリットが生じることを斟

酌すれば、当該取組は各地方の実態に鑑みた例外的な措置として捉えるべきで

ある。なお、たとえ各地方の実態に鑑みた例外的な措置であっても、保護者の

判断権を完全に制限する取組（フィルタリング完全義務化）は、過度に保護者

の判断を制限しており、行うべきではない。 

 もちろん、リテラシーが十分でない保護者が、十分な判断材料に基づかずに

フィルタリングの解除を安易に判断するリスクへの対策は積極的に検討される

べきである。実際、フィルタリングをかけない場合の危険性についての認識や
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フィルタリングをかけた場合にもカスタマイズ等の選択肢があることについて

の認識がない事例もかなり多いと考えられる。しかしながら、対策は、保護者

の判断権を必要以上に制限するのではなく、各関係者が保護者による判断を適

切にサポートすることによって図られるべきである。 

 
○保護者による、青少年のインターネットの利用履歴の閲覧について 

 保護者には、法第６条において、青少年のインターネット利用状況を把握す

る責務が課せられているが、特に携帯電話インターネットについてはそのパー

ソナル性から、外出先や個室での利用等、保護者が利用状況を把握することが

困難な場合がある。これを容易にするために、青少年本人の同意を前提として、

保護者に対して、ウェブサイトの閲覧履歴やメールの送受信履歴を簡便に閲覧

できるツールを利用可能にすべきとの指摘がある。 

しかしながら、当該ツールは利用状況の把握に強力な効果を持つ一方、青少

年の携帯電話インターネット利用に強い制約をもたらし、青少年のプライバシ

ーへの強い制限となるため、この点を斟酌すれば、当該ツールを直ちに利用可

能とすべきとの提言や、保護者に対して利用履歴の確認を奨励すべきとの提言

を行うべきではない。そもそも、保護者によるインターネット利用状況の把握

は、青少年との会話によって本人から説明させることや、インターネット端末

を利用している様子を家庭内で見守ることを基本とすべきである。 

 

○「親ケータイ」等の問題について 

保護者名義で回線契約が締結されているが、実際にはその保護する青少年が

利用している携帯電話端末（いわゆる「親ケータイ」）が相当程度存在している

ため、携帯電話インターネット接続役務提供事業者が青少年利用者に対してフ

ィルタリング加入等を十分に訴求できていないという問題点が以前から指摘さ

れてきた。最近では、特に、保護者が、一時的に携帯電話端末を青少年に貸し

与えるケースについて、青少年がフィルタリング非加入の状態で相当程度イン

ターネット閲覧を行っているのではないかという指摘もある。 

 法第 17 条第２項では、利用者が青少年の場合には保護者に対してその旨を事

業者に申告することを義務づけており、保護者にはその義務を確実に履行する

ことが求められる。また、同規定の認知が十分に進んでいないことから、行政

には、認知度の向上を図ることが求められる。携帯電話インターネット接続役

務提供事業者には、新規契約・機種変更等の機会を捉えた確認等により、青少

年利用の有無の確認強化を進めていくことが求められる。 

また、一時的に携帯電話端末を青少年に貸し与えるケースについては、保護

者は、それに伴うリスクを正しく認識することが求められる。 
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２－２ 携帯電話インターネット接続役務提供事業者関係 

○求められる役割 

携帯電話インターネット接続役務提供事業者は、青少年のインターネット利

用の管理ツール（フィルタリング機能等）を、容易に利用可能な形で利用者に

確実に提供する役割を担うことが求められる。また、保護者が適切に判断を下

せるよう、判断材料の情報提供や保護者のリテラシー能力の向上等のサポート

を行う役割を担うことが求められる。 

 
○当面具体的に求められる事項 

前述の求められる役割に照らし、携帯電話インターネット接続役務提供事業

者には、具体的に以下の事項が求められる。 
 携帯電話インターネット接続役務提供事業者は保護者の適切な判断に資す

るため、以下の事項について、説明を行うことが求められる。 

①保護者には、法律上、青少年のインターネット利用状況を把握・管理する 

努力義務が課されていること。 

②携帯電話インターネットサービスの利用に当たって、青少年有害情報の閲 

覧等の一定のリスクがあること。 

③フィルタリングは、リスクの軽減に有効な手段であること。ただし、フィ 

ルタリングはリスクを完全に除去するものではなく、保護者による利用状 

況の把握及び利用の管理が必要であること。 

※例えば小学生には最も閲覧範囲が限定されたリスクの低いフィルタリング 

の方式を推奨する等、年齢段階に応じた適切な方式が推奨されることが望 

ましい。 

 なお、フィルタリング不使用/解除申告時には、上記に加えて以下について

も説明を行うことが求められる。 

 ①サービスの種類の選択やカスタマイズ機能の利用によって閲覧可能なサイ 

トの範囲の調整が可能であり、利便性を特段損ねることなくフィルタリン 

グによってインターネット利用環境の健全性を高めることが可能なこと。 

なお、閲覧件数が上位のコミュニティサイトを例にあげる等して、青少年 

に広く利用されているコミュニティサイトが閲覧可能であることを説明す 

ることが望ましい。 

②フィルタリングを利用しない場合、青少年有害情報の閲覧等のリスクが飛 

躍的に高まること。この際、できるだけ具体的な例をあげて説明すること 

が求められる。例として、青少年が、容易に青少年有害情報が掲載されて 

いるサイト、出会い系サイト、アダルトサイト及び残虐なコンテンツ等に 
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アクセスできることがあげられる。また、警察庁の発表1によれば、青少年 

健全育成条例違反等の福祉犯被害に遭う青少年のうち 98.5%がフィルタリ 

ングに加入していない等、保護者の判断に寄与すると考えられる情報を適 

切に示すことについても検討されるべきである。 

③仮にフィルタリングの利用なしに携帯電話インターネットを利用させる場 

合には、フィルタリングによる保護がなくとも利用者が深刻な被害やトラ 

ブルに陥らないよう、保護者の責任において指導、管理をしなければならな 

いこと。 

 確実にフィルタリングを提供できるよう、サービス導入前に端末機器製造事

業者等の関係者とフィルタリング提供方法について確認を行うことが求め

られる。 

 
○契約代理店に求められる事項について 

 現在、携帯電話インターネット接続役務の提供に関する契約締結事務は、携

帯電話インターネット接続役務提供事業者が自ら行う場合よりも、むしろ、契

約代理店を通して行われる形態が一般的である。インターネット上の青少年保

護を更に推進する観点からは、上述の携帯電話インターネット接続役務提供事

業者に求める説明事項を、契約代理店にも求めることが必要である。 

 
○フィルタリングの普及率について 

 これまで、特に、携帯電話インターネットについては、フィルタリングの普

及率が政策のターゲットとなる最も重要な指標として用いられてきた。青少年

のインターネット利用環境整備におけるフィルタリングの重要性に鑑みれば、

フィルタリングの普及率は依然重要な指標であり、フィルタリングの利用者数

の定期的な公表を事業者に求めた総務大臣要請（平成 19 年 12 月 10 日「青少年

が使用する携帯電話・ＰＨＳにおける有害サイトアクセス制限サービス（フィ

ルタリングサービス）の導入促進に関する携帯電話事業者等への要請」）は維持

されるべきである。 

しかしながら、青少年のインターネット利用、なかんずくフィルタリングの

利用につき保護者が判断を下す役割を担い、権利を持つとする基本的な考え方

からすれば、単純にフィルタリングの普及率のみを政策のターゲットとすべき

ではなく、保護者及び青少年のインターネットリテラシーに関する指標も重要

な政策ターゲットとすべきである。行政には、インターネットリテラシーに関

する指標を、国際的に比較可能な形で、整備し、定期的に公表していくことが

                                                  
1 「非出会い系サイトに起因する児童被害の事犯に係る調査分析について」（平成 22 年 10

月 28 日、警察庁広報資料） 
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求められる2。 

 

２－３ インターネット接続役務提供事業者関係 

○求められる役割 

インターネット接続役務提供事業者は、青少年のインターネット利用の管理

ツール（フィルタリング機能等）を、容易に利用可能な形で確実に提供する役

割を担うことが求められる。また、保護者が適切に判断を下せるよう、判断材

料の情報提供や保護者のリテラシーの向上等のサポートを行う役割を担うこと

が求められる。  

 

○当面具体的に求められる事項 

前述の求められる役割に照らし、インターネット接続役務提供事業者には、

具体的に以下の事項が求められる。なお、特に、無線ＬＡＮサービスが普及し

つつあることに鑑み、今後本研究会において、携帯電話端末を利用した無線Ｌ

ＡＮによるインターネット接続の際に、インターネット接続役務提供事業者等

に求められる事項について、詳細な検討を行う。 

 インターネット接続役務提供事業者は、以下の事項を、ウェブサイト上での

掲載その他の方法によって、利用者が容易に知り得る状態に置くことが求め

られる。 

①保護者には、法律上、青少年のインターネット利用状況を把握・管理する 

努力義務が課せられていること。 

②携帯電話インターネットサービスの利用に当たって、青少年有害情報の閲 

覧等の一定のリスクがあること。 

③フィルタリングは、リスクの軽減に有効な手段であること。ただし、フィル 

タリングはリスクを完全に除去するものではなく、保護者による利用状況の 

把握及び利用の管理が必要であること。 

 利用者から求められた際に、確実にフィルタリングを提供できるよう、サー

ビス導入前に端末機器製造事業者等の関係者とフィルタリング提供方法に

ついて確認を行うこと。 
 

２－４ フィルタリング関係事業者関係 

○求められる役割 

                                                  
2 青少年オンライン保護については複数の国際会合で検討されており、例としてはＡＰＥ

Ｃ・ＯＥＣＤの共催シンポジウム（平成 21 年４月）、国際電気通信連合（ＩＴＵ）／総務

省の安心・安全なインターネット環境整備に関する戦略対話における東京声明（平成 21 年

６月）等がある他、現在もＯＥＣＤの作業部会にて検討が進んでいる。 
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フィルタリング関係事業者（フィルタリングソフト開発事業者、フィルタリ

ング提供事業者及びリスト提供事業者）は、青少年の発達段階及び利用者の選

択に応じきめ細かく設定できるようにする等、性能及び利用者の利便性に配慮

したフィルタリングを提供する役割を担うことが求められる。 

カテゴリ分類を含むフィルタリングの基準を設定する機能と個別の情報の基

準への該当性を判断する機能については、表現の自由の観点から、行政、コン

テンツ事業者及び通信事業者からの一定の独立性、基準設定方針の透明性を確

保することが必要である。 

フィルタリングは保護者によるインターネット利用管理の重要なツールとな

っていることを自覚し、フィルタリングの基準については、保護者の視点・感

覚を反映したものとなるようにメンテナンスする役割を担うことが求められる。 

 

○当面具体的に求められる事項 

前述の求められる役割に照らし、フィルタリング関係事業者には、具体的に

以下の事項が求められる。 

 現在、フィルタリング関係事業者によって、利用者意向に配慮したフィルタ

リングが提供されているが、更に利用しやすいものとするため、以下のフィ

ルタリングの導入等に向けて、検討を進めることが求められる。 

①年齢階層等の発達段階に対応した分かりやすい表現の採用（中学生向けコ 

ース、高校生向けコース等） 

②発達段階に応じた多様なフィルタリングの提供と利用者年齢に合わせた適 

切な提供 

 フィルタリングの基準設定機能と個別の情報の基準への該当性の判断機能

について、行政等からの一定の独立性、基準設定方針の透明性を確保する仕

組み作りに向けて、検討を進めることが求められる。 
 フィルタリングの基準が、保護者の視点・感覚をより反映したものとなるよ

うな仕組み作りに向けて、検討を進めることが求められる。 
 

 

３．特定サーバー管理者に期待される取組 

３－１ 検討の方向性 

特定サーバー管理者に求められる事項を検討するに当たっては、そもそも特

定サーバー管理者が法第 21 条及び第 22 条において対処を求められている青少

年有害情報がいかなる情報であるかを検討する必要がある。すなわち、違法情

報、権利侵害情報、成人にとっても有害な情報等が、その内容によっては同時

に青少年有害情報にも該当し、本法の対象となる場合もあると考えられるが、
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これらの情報それ自体の規制は本法ではなく、別途他の法律により対処が図ら

れ得るものであることに留意すべきである3。 

また、青少年が青少年有害情報に触れる機会を減少させるための方策が、特

定サーバー管理者だけでなく、フィルタリングソフト開発事業者、フィルタリ

ング提供事業者等他の関係者等も含めた全体的な枠組みの中で取り組まれるべ

き課題であることにも留意が必要である。 

青少年有害情報への対応は、基本的な考え方において述べたとおり、情報の

発信者側ではなく、受信者側へのアプローチを原則とすべきであり、青少年と

いう特定の者にとってのみ有害とされる情報への対応としては、どの情報を青

少年有害情報としてとらえるかは受信者ごとに異なることから、受信者側で情

報の取捨選択を行うフィルタリングの導入が最も有効なものである。 

これに対して、特定サーバー管理者は、インターネット上の情報流通の起点

となる発信者又は発信者に近い立場にあり、特定サーバー管理者に対する過度

の規制はインターネット上の自由な情報・表現の流通に対して甚大な影響を及

ぼす。さらに、特定サーバー管理者が青少年閲覧防止措置として、青少年有害

情報の削除という方法を採用すれば、当該情報は成人が閲覧することも不可能

となるため、成人の知る権利を不当に侵害するおそれもある。 

そもそも、法第２条第 11 項では、特定サーバー管理者は非常に広汎に定義さ

れ、ブログ開設者等の個人（特定サーバーを管理する青少年自身も該当し得る）

も含まれている一方、青少年が青少年有害情報を閲覧するおそれ、若しくは犯

罪に巻き込まれるおそれのある特定サーバーを管理する者はそのごく一部にす

ぎないと推測されることも踏まえれば、特定サーバー管理者に対する義務づけ

は、様々な主体による取組全体のバランスの中で、慎重に検討されるべきであ

る。 

 

３－２ 個別の義務についての検討 

３－２－１ 法第 21 条の努力義務 

○努力義務の内容 

                                                  
3 そもそも、特定サーバー管理者において、青少年閲覧防止措置が講じられていない、若し
くは連絡受付体制整備がなされていないとの指摘・議論は「平成 22 年上半期の『インター
ネット・ホットラインセンター』の運用状況について」の情報を基礎になされてきている
が、インターネット・ホットラインセンターが特定サーバー管理者に対して削除依頼等を
行っている「有害情報」とは違法情報に近似したものであり、青少年有害情報とはその範
囲が異なることに留意が必要である。 
 また、前記資料においても、インターネット上にある無数のサイトのうち、「有害情報」
を掲載し、かつ連絡先の記載の無いサイトは、わずか 52 サイトに過ぎない。これらごく少
数のサイトのために、それ以外の無数のサイトすべてに対して何らかの対策を講じるべき
か、むしろ法執行を含めこれらのサイトに特化した対策を採るべきでないかについて、バ
ランスを考慮した検討がなされるべきと考える。 
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法第 21 条において、特定サーバー管理者は、青少年有害情報の発信を知った

とき、若しくは自分が青少年有害情報の発信を行おうとするときに限って、青

少年が当該情報を閲覧できないようにするための措置（青少年閲覧防止措置）

を講じるよう、努力することとされている。 

青少年閲覧防止措置を講じることが努力義務とされた理由については「特定

サーバー管理者にも企業から個人まで様々な者が含まれ、また青少年閲覧防止

措置をとることが求められる場合も多様なケースがあり得ることから、本条は

努力義務とされている。」と解説されている（青少年が安全に安心してインター

ネットを利用できる環境の整備等に関する法律関係法令条文解説 平成21年３

月 内閣府 総務省 経済産業省（以下「条文解説」という。）、34 ページ）。 

 

○考えられる対応 

（１）法的義務への引き上げの是非 

青少年有害情報が放置されている現在の状況を改善する手段として、青少年

閲覧防止措置を講じる義務を、努力義務から法的義務に引き上げることも考え

られるのではないかという意見がある。 

しかしながら、そもそも閲覧防止措置を講じるべきとされている青少年有害

情報は、本法上その範囲に多様なものが含まれることが想定されている。すな

わち、青少年有害情報は、「青少年の健全な成長を著しく阻害するもの」との定

義（法第２条第３項）の下に、例示列挙(法第２条第４項)され、さらに本法成

立時の附帯決議第４項において「事業者等が行う有害情報の判断」に政府が干

渉することがないようにすることとされている。また、条文解説においても、

「具体的にどのような情報が『青少年有害情報』に該当するか判断するのは、

あくまで関係事業者、保護者等の民間の主体（条文解説、３ページ）」であると

記載されている。 

このように、その範囲が法律上明確でない青少年有害情報に対する行為に関

し、法的義務を定めることは、何が法的義務違反に当たるのかについて、特定

サーバー管理者や情報の発信者等に対して明確な告知を与えることができず、

この義務の対象が表現の自由に関わるものであることにも配慮すれば、手続の

不明確性の観点から不適切である。 

また、もし、本条の努力義務が法的義務に引き上げられるとすれば、当該義

務違反を恐れて、特定サーバー管理者が青少年有害情報に該当するおそれがあ

る情報について一律に削除するおそれ、さらには特定サーバーの提供、管理自

体を停止するおそれも否定できず、関係者の表現の自由、知る権利に対する過

度の制限、圧力となるおそれがある。 

以上からして、青少年閲覧防止措置を講じる義務を、努力義務から法的義務
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へ引き上げることは不適切である。 

 

（２）青少年有害情報監視義務規定の創設の是非 

青少年有害情報が放置されている現在の状況を改善する手段として、青少年

有害情報監視義務を規定することも考えられるのではないかという意見もある。 

現在の規定では、特定サーバー管理者は、「他人により青少年有害情報の発信

が行われたことを知ったとき（法第 21 条）」（自ら青少年有害情報の発信を行お

うとするときも規定されているが、これについては監視という問題はそもそも

生じ得ない。）に限り、青少年閲覧防止措置を講じる努力義務を課されている。

つまり、特定サーバー管理者は自発的に特定サーバー上に青少年有害情報が存

在しないか確認、監視する義務はなく、その存在を知ったときにはじめて対処

すればよいものとされている。 

これに対して青少年有害情報監視義務とは、特定サーバー管理者に対し、常

日頃、積極的に自己の管理する特定サーバーを利用して青少年有害情報が発信

されていないかの確認を義務づけるものである。 

現在のＣＧＭサービスの中には、１日当たり相当数の投稿がなされるものも

あることに鑑みれば、これらを全て監視するよう義務づけることは、特定サー

バー管理者に対して余りに負担が大きいと言わざるを得ない。確かに、青少年

有害情報に対する自発的な取組として、一定の抽出（ランダム抽出、キーワー

ド抽出等）をベースとした監視体制を整えている事業者は存在する。しかしな

がら、このような厳重な監視体制を整えていたとしても、青少年有害情報が抽

出にかからず放置されていた場合は、青少年有害情報監視義務違反と評価され

る可能性が生じ得る。この意味において、事業者の自発的な取組により行われ

ている監視と、青少年有害情報監視義務における監視とは、法的な位置づけが

異なるものであることに、留意すべきである。 

また、特定サーバー管理者が当該監視義務違反をおそれ、青少年有害情報に

該当するおそれが少しでもある情報については一律に削除という措置を取り得

る可能性があることを考えれば、青少年有害情報監視義務の規定は、インター

ネット上の自由な表現、成人の知る権利に対する過度な制限、圧力となるおそ

れがある。 

さらに、青少年有害情報の存否の確認のために特定サーバーを常時監視する

ことを義務づけることは、現実には、青少年有害情報を検出するために、違法

情報を含む全ての情報についても、特定サーバー管理者が義務として監視を行

うことを意味する。しかしながら、そのような義務は違法情報（権利侵害情報）

に対する特定電気通信役務提供者の義務について定めた特定電気通信役務提供

者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律（平成 13 年法律第
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137 号、以下「プロバイダ責任制限法」という。）においても定められておらず、

むしろ、「プロバイダ責任制限法－逐条解説とガイドライン－（総務省電気通信

利用環境整備室 著 社団法人テレコムサービス協会 編著）」にて、発信者の

表現の自由等を理由として明確に否定されているところである。 

付言すれば、このような青少年有害情報の監視を、努力義務の規定という態

様であれ、国が事業者に対して義務づけることは、表現の自由及び検閲の禁止

を定める憲法第 21 条はもちろん、「民間における自主的かつ主体的な取組（法

第３条第３項）」を柱とする本法の精神からも慎重でなければならないものと考

えられる。 

なお、青少年有害情報の検出作業を効率的に行うことの重要性は以前から認

識され、青少年有害情報の検出技術の開発が進められてきているところである。

引き続きこの技術開発を進め、安価で中立的な青少年有害情報検出ツールを開

発し、資力に乏しい特定サーバー管理者においても、自主的な取組として青少

年有害情報の検出作業を効率的になし得るように、国としても民間の研究等を

支援することが望ましい。 

 

（３）青少年閲覧防止措置に対する免責規定の創設の是非  

 特定サーバー管理者が、青少年閲覧防止措置を講じないのは、青少年閲覧防

止措置に対する青少年有害情報の発信者からの損害賠償請求を恐れているから

であると分析し、青少年閲覧防止措置につき、青少年有害情報の発信者に対す

る免責規定を設けることも考えられるのではないかという意見がある。 

 当該意見に対しては、そもそも青少年閲覧防止措置を講じない特定サーバー

管理者は、このような免責規定が設けられても同措置を講じないのではないか

という指摘もある。 

 一方で、前記(１)及び(２)でも論じたように、このような免責規定が設けら

れれば、特定サーバー管理者が、青少年閲覧防止措置として、青少年有害情報

に該当するおそれのある情報を一律削除する等のおそれもある。 

以上からすれば、免責規定の創設は、その実効性に比して、インターネット

上の自由な表現や成人の知る権利に対して与える負の影響が大きく、不適切で

ある。 

 

（４）特定サーバー管理者間の自主的な取組による青少年閲覧防止措置の推進 

青少年有害情報が発信される特定サーバーには、単独の特定サーバー管理者

のみが関与しているものと、複数の特定サーバー管理者（電子掲示板等の管理

者等の下位の管理者と、当該管理者にサービスを提供しているインターネット

サービスプロバイダー、レンタルサーバー事業者、ホスティングサービス事業
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者等の上位の管理者）が同時に関与しているものがあり得る。このうち前者に

おいては、単独の特定サーバー管理者のみが、青少年閲覧防止措置を講じ得る。

これに対し、後者においては、青少年有害情報が発信、放置された特定サーバ

ーにつき、下位の特定サーバー管理者（例えばブログ開設者である個人）と上

位の特定サーバー管理者（例えばブログサービス提供事業者）が観念でき、両

者間の自主的な取組として、両者間のモデルサービス約款を整備することによ

り、青少年閲覧防止措置に複数の特定サーバー管理者が関与し得るのではない

かと考えられる4。 

もちろん、モデルサービス約款の整備となれば、個々の事業者による独自の

取組とは異なり、業界全体に与える影響も大きいところ5、その整備に当たって

は、下位の特定サーバー管理者の判断、方針等、インターネット上の自由な表

現に対する配慮が必要と考えられる。 

よって、上位の特定サーバー管理者の催告にもかかわらず、下位の特定サー

バー管理者において青少年閲覧防止措置が講じられない等の場合に限って、上

位の特定サーバー管理者が、当該下位の特定サーバー管理者の管理する特定サ

ーバーにつき青少年閲覧防止措置を行う、その場合においても下位の特定サー

バー管理者の判断を尊重する等のモデル約款を整備することが考えられる。 

また、このようなモデルサービス約款整備の前提として、上位の特定サーバ

ー管理者は下位の特定サーバー管理者に連絡を取り得るように、サービス提供

開始時に、下位の特定サーバー管理者のメールアドレス等連絡先の提供を受け

ることも考えられる。さらに、基本的な考え方でも述べたように、青少年によ

る青少年有害情報の閲覧の機会を減少させる方策としては特定サーバー管理者

による対応以上に、フィルタリングによる対応が最も効果的であると考える。

よって、上位の特定サーバー管理者による青少年閲覧防止措置としては、下位

の特定サーバー管理者の管理する特定サーバーのＵＲＬを、フィルタリング提

供事業者に対して情報提供する等の措置も考えられるであろう。 

 

３－２―２ 法第 22 条の努力義務 

○努力義務の内容 

法第22条は特定サーバー管理者が管理する特定サーバーを利用して発信が行

われた青少年有害情報について、国民からの連絡を受け付けるための体制を整

                                                  
4 特定サーバー管理者以外にも、特定サーバー管理者が第三者機関の認定を受けている場合

の当該第三者機関や、特定サーバー管理者が特定サーバーの管理を監視事業者等に委託し

ている場合の当該監視事業者等も、特定サーバー上の青少年閲覧防止措置に関与し得るで

あろう。 
5 モデルサービス約款整備に当たっては、業界全体に与える影響だけでなく、問題のあるサ

イトに対する実効性も検討する必要があるとの指摘があった。 
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備することを努力義務としている。 

連絡受付体制の具体的な内容は本法上規定されていないが、自己の管理する

特定サーバー上に問い合わせフォームを設置する方法（特定サーバー管理者の

メールアドレス等具体的な連絡先を開示することなく、特定サーバー管理者に

連絡を取り得るシステム）や、特定サーバー管理者のメールアドレス等具体的

な連絡先を記載する方法等が考えられる。 

本条が設けられた趣旨につき、条文解説においては、「特定サーバー管理者が

自分自身で、その管理する特定サーバーを利用して他人により青少年有害情報

の発信が行われる全ての場合について、これを発見することは必ずしも容易で

はないことから、本条は国民からの連絡を受け付けるための体制を整備する努

力義務を課すことで、以て特定サーバー管理者が自己の管理する特定サーバー

を利用した青少年有害情報の発信を察知し、青少年閲覧防止措置をとることを

促進しようとするものである。」とされている。 

連絡受付体制整備が努力義務とされた理由については条文解説において、前

第 21 条と同趣旨とされている。 

 

○考えられる対応 

（１）法的義務への引き上げの是非 

本条の義務を努力義務から法的義務へと引き上げることも考えられるのでは

ないかという意見もある。しかしながら、前記したように特定サーバー管理者

とは非常に広汎な概念であり、その中には青少年有害情報が発信されるおそれ

のない特定サーバーを管理する個人（前記のとおり、青少年自身も該当し得る）

も多数含まれると考えられる。このような個人に対してまで、連絡受付体制の

整備を一律に、法的義務として要請することは、そもそもの必要性が低いと考

えられる上、インターネット上の匿名性の利点（非匿名の場合に比較し、より

自由な意見の表明などがなし得る可能性があること）や表現の自由に対して与

える負の影響が大きい上、連絡受付体制が悪用されるおそれも高いことから、

不適切である。 

 

（２）下位の特定サーバー管理者の連絡先の外部機関への提供 

 青少年有害情報が多数回発信されるにもかかわらず、青少年閲覧防止措置が

講じられず、連絡受付体制整備もなされない特定サーバーにつき、上位の特定

サーバー管理者が下位の特定サーバー管理者の連絡先を把握している場合には、

上位の特定サーバー管理者が、青少年有害情報を発見した外部機関に、当該下

位の特定サーバー管理者の連絡先を提供することも考えられるのではないかと

いう意見もある。 
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 しかしながら、３－２－１(４)でも記載したように、そのような事例に対し

ては、モデルサービス約款を整備すれば上位の特定サーバー管理者において青

少年閲覧防止措置を行うことが可能と考えられる。 

よって、上位の特定サーバー管理者が、個人情報にも該当し得る特定サーバ

ー管理者の具体的な連絡先を第三者である外部機関に提供するとの方策は、現

在のところ検討の必要性に乏しい。 

 

（３）特定サーバー管理者間の自主的な取組による連絡受付体制整備の推進 

本条の義務も、全ての特定サーバー管理者に対して実効性の向上が求められ

るわけではなく、青少年有害情報の発信が行われるおそれのある特定サーバー

管理者に対してのみ実効性の向上が求められる努力義務であることから、法第

21 条について３－２－１(４)にて記載した対応と同様の対応が考えられる。つ

まり、複数の特定サーバー管理者が関与している特定サーバーについては、関

与する特定サーバー管理者間の自主的な取組にて対応することが考えられる。 

自主的な取組の具体例としては、①上位の特定サーバー管理者において、下

位の特定サーバー管理者に対し法第 22 条の周知活動を行う、②上位の特定サー

バー管理者において、問い合わせフォーム等を準備し、その使用を推奨する等

して、下位の特定サーバー管理者が連絡受付体制を整備しやすいように支援を

行う、③青少年有害情報と考えられる情報の発信が多数回にわたった下位の特

定サーバー管理者に対して、上位の特定サーバー管理者から、その連絡受付体

制の整備を催告、要請する等の方法が考えられる。 

無論、②③の実施のためにモデルサービス約款の整備等を行う場合において

も、特定サーバー管理者間の自主的な取組とはいえ、インターネット上の匿名

性の利点（非匿名の場合に比較し、より自由な意見の表明などがなし得る可能

性があること）に対する負の効果を最小限に抑えるべきであると考える。また、

上位の特定サーバー管理者が保有する下位の特定サーバー管理者の具体的な連

絡先情報は、個人情報にも該当し得るプライバシー性の高いものであるから、

あくまで必要最小限の範囲で活用されるべきである。 

よって、モデルサービス約款の整備等に際しては、上記したプライバシー保

護の観点や、特定サーバー管理者に対する心理的負荷、連絡受付体制の悪用の

おそれ等からして、まずは具体的な連絡先の情報を公開せずとも法第 22 条の目

的を達し得る、②の方法が検討されるべきである。 

 

３－３ 補論：社会的法益を侵害する情報の送信防止措置をとった場合のプロ

バイダ（サーバー管理者）の民事責任について（青少年インターネット環境整

備法附則第４条に対応した検討について） 
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３－３－１ 検討の背景 

 インターネット上の違法情報には、大別すると特定の他人の権利を侵害する

情報（権利侵害情報）と社会的法益を侵害する情報（社会的法益侵害情報）が

あるが、権利侵害情報については、プロバイダ責任制限法において対応がなさ

れている。一方、社会的法益侵害情報については、プロバイダ（サーバー管理

者）が当該情報の送信を防止する措置を講じた場合における当該プロバイダ（サ

ーバー管理者）の責任を制限する法令上の規定がない。これに関し、法附則第

４条で、「インターネットを利用して公衆の閲覧に供することが犯罪又は刑罰法

令に触れる行為となる情報について、サーバー管理者がその情報の公衆による

閲覧を防止する措置を講じた場合における当該サーバー管理者のその情報の発

信者に対する損害の賠償の制限の在り方については、この法律の施行後速やか

に検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。」

とされており、この点について検討を要する。 

 

３－３－２ 検討 

（１）送信防止措置を講じた場合にプロバイダ（サーバー管理者）が損害賠償

責任を問われる可能性 

発信者とプロバイダ（サーバー管理者）の間には、通常、送信防止措置に関

する何らかの契約関係があるところ、そのような契約内容に基づいて送信防止

措置が実施される場合には、法の適用をまつまでもなく、債務不履行責任は生

じない。また、発信者とプロバイダ（サーバー管理者）の間に契約関係がない

場合であったとしても、発信者が情報を発信する際には、黙示の契約関係があ

ると評価することも可能であり、そのような場合には、両者に契約関係がある

場合と同様に取り扱うことができる。なお、いずれについても、違法ではない

情報を誤って違法と判断して送信防止措置を行った場合については、プロバイ

ダ責任制限法３条２項と同様の要件に該当すれば、過失責任が生じることは考

えにくいのではないかとも考えられる。 

 

（２）プロバイダ（サーバー管理者）等による実態的な対応の状況    

「第一部 ２ 青少年有害情報の流通の増大 ○関係者によるこれまでの取

組【事業者団体等による取組】ⅱ関連事業者４団体によるガイドライン等の改

訂」にも述べたように、現在、関連事業者４団体による「インターネット上の

違法な情報への対応に関するガイドライン」が作成され、プロバイダ（サーバ

ー管理者）により、違法情報につき送信防止措置を講ずる対策を実施している。 

 

 



- 34 - 
 

３－３－３ 具体的な提言 

社会的法益侵害情報に関して、プロバイダ（サーバー管理者）が送信防止措

置を行った場合、通常は民事責任は生じないものと考えられる。このように何

らかの法的責任が生じる可能性は低いと考えられるが、理論的には否定できず、

そのような場合を想定して、社会的法益侵害情報について、法令によりプロバ

イダ（サーバー管理者）の責任を制限することで、免責の効果を生じさせるこ

とも考えられないではない。しかし、現状として、上記ガイドラインが策定さ

れ、また、必要に応じて改訂されている上、同ガイドラインに基づく運用にお

いて、送信防止措置等に関し、看過し得ない問題が生じたとの事態も見受けら

れない。むしろ、民間事業者と関係機関等との協力の下、同ガイドラインに基

づき、社会的法益侵害情報に関する送信防止措置等が適切になされていると評

価することができる。そうすると、法令によりプロバイダ（サーバー管理者）

の責任を制限することは、法理論上はまったく無意味とまではいえないものの、

現状の運用や、社会的事実に鑑みれば、送信防止措置を行ったことにつき、現

時点で、当該情報を法令によってプロバイダ（サーバー管理者）の責任制限の

対象とする必要性はないものと考えるのが相当と思われる。 

 

 

４．第三者機関の在り方 

４－１ 検討の方向性 

（１）現在の第三者機関に対する冷静な分析、評価を行うこと 

 第三者機関の在り方を検討するに当たっては、まず現在の第三者機関の姿を

分析する必要がある6。 

現在、モバイルコンテンツに対する第三者機関の認定は、現在のフィルタリ

ングにおいて重要な役割を担い、保護者等フィルタリング利用者から信頼を得

ている。その反面、警察庁が平成 22 年 10 月、「非出会い系サイトに起因する児

童被害の事犯に係る調査分析について」において、第三者機関認定サイトに起

因した犯罪が存在するとの発表を行ったことは、第三者機関の認定等に対する

疑念を呼び起こしているところである。 

しかしながら、現在、第三者機関であるＥＭＡが認定したサイトは相当数に

上り、認定サイトの総会員数は１億人を超えている（ＥＭＡによる平成 22 年 11

月 30 日付けプレスリリース参照）ことを考えれば、現在の第三者機関の運用監

視の実効性、認定基準の有効性は、認定サイトに起因する犯罪の存否、件数の

                                                  
6 現在活動している第三者機関にはＥＭＡ及びＩ－ＲＯＩがあるが、現時点でその認定がブ

ラックリストから除外されているＥＭＡに関する現状を特に例にとって、第三者機関の在

り方について検討している。 
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みでなく、認定サイト全体の総会員数からみた犯罪発生率等にも鑑みて、冷静

に検討、評価されるべきである。 

また、第三者機関の独立性等については、まずは現在の第三者機関のガバナ

ンス等について分析した上で、更に取り得る手段が検討されるべきである。 

 

（２）「インターネット上の違法・有害情報への対応に関する検討会 中間取り

まとめ」の趣旨を踏まえた検討を行うこと 

 第三者機関は、フィルタリング改善の必要性から民間の自主的な取組として

設立されたものであり、第三者機関として満たすべき要件等について明確なコ

ンセンサスは存在しない。 

第三者機関の重要性に鑑みて、その定義や要件等を法に定めることも一つの

選択肢ではあるが、第三者機関が民間の自主的な取組として設立されたこと、

また今後において第三者機関の多様性7が期待されていることからすれば、現時

点での立法化は時期尚早である。 

モバイルコンテンツに関する第三者機関の認定が、平成 20 年４月の総務大臣

要請を受けつつ、民間の自主的な取組として実施され、現在の重要な役割を担

うに至ったという経緯に鑑みれば、その在り方を検討するに当たっては、同要

請を行うに当たって想定されていた第三者機関の姿を踏まえることが必要であ

る。具体的には、同要請と前後して、平成 20 年４月に発表された「インターネ

ット上の違法・有害情報への対応に関する検討会 中間取りまとめ」（以下、「中

間取りまとめ」）において検討された、独立性、透明性、公平性の確保、実効性

の確保、継続性・安定性の確保等の要請を踏まえた上で、現在の具体的な問題

への対策が検討されるべきである。 

 

４－２ 第三者機関に望まれる事項等 

４－２－１ 第三者機関認定の実効性の向上 

（１）現在の第三者機関認定の実効性 

①平成 22 年 10 月警察庁発表についての分析 

前記警察庁発表によれば、ＥＭＡ認定サイトに起因する被害発生は 367 件、

ＥＭＡ未認定サイトに起因する犯罪は 363 件であり、件数でみればＥＭＡ認定

サイト、ＥＭＡ未認定サイトに大きな差異は見られないものの、ＥＭＡ認定サ

イトとＥＭＡ未認定サイトでは、母数となる総会員数に開きがある可能性があ

ることに留意が必要である。 

ＥＭＡの平成 22 年 11 月 30 日付けプレスリリースによれば、平成 22 年９月

                                                  
7 インターネット上の違法・有害情報への対応に関する検討会 中間取りまとめ 24 ペー

ジ参照 
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30 日現在、ＥＭＡ認定サイト全体の総会員数は１億 68 万人にも上る。この総会

員数に照らしてみれば、367 件という件数は決して高い犯罪発生率を示すものと

はいえず、むしろＥＭＡ認定の実効性や信頼性を証明するものとの見方もでき

るであろう。一方で、前記警察庁発表におけるＥＭＡ未認定サイトの総会員数

は不明であるが、会員数の多い大手サイトがＥＭＡ認定を取得していることに

鑑みれば、少なくともＥＭＡ認定サイト全体の総会員数を上回ることはないの

ではないかと考えられる。 

また、前記警察庁発表における「ＥＭＡ認定サイトに起因する」との表現に

も注意が必要である。つまり、フィルタリングを利用していない青少年はＥＭ

Ａ認定サイトのみならず、ＥＭＡ未認定サイトも閲覧が可能であり、ＥＭＡ認

定サイトからＥＭＡ未認定サイトに移行して犯罪が発生した場合にも、「ＥＭＡ

認定サイトに起因する犯罪」として分類されている可能性がある8。 

なお、複数の大手ＥＭＡ認定サイトでは、青少年がフィルタリングを利用し

ていることを前提として機能制限等の対策が講じられている9。前記警察庁発表

においては、コミュニティサイトを通じて被害にあった青少年の多く（98.5％）

がフィルタリングを利用していなかったとの分析があるところ、これらのフィ

ルタリングを利用していない青少年により、ＥＭＡ認定サイトが利用された場

合は、本来予定されている機能制限等が働かなかったことにより犯罪被害に結

びついた可能性がある10。 

上記に鑑みれば、ＥＭＡ認定サイトに起因する犯罪が発生しているとの発表

から、ただちにＥＭＡ認定につき実効性や信頼性がないとの結論を導くことは

できない11。 

②認定サイトに起因する犯罪発生に対する第三者機関の取組 

ＥＭＡ認定サイトのうち、サイトに起因して犯罪が発生しているとの発表が

あるのはコミュニティサイトである。コミュニティサイトに起因して青少年が

犯罪に巻き込まれる構図や原因については、第一部でも触れたとおり、ＥＭＡ

も含む複数の場で検討が重ねられており、例としては「安心ネットづくり促進

協議会 コミュニティサイト検証作業部会報告書 子供を護るために」（平成 21

年 10 月）、「利用者視点を踏まえたＩＣＴサービスに係る諸問題に関する研究会 
                                                  
8 悪意ある成人が、青少年を、機能制限のある認定サイトから、機能制限のない非認定サイ

トへ誘い出すことにより、直接接触を図った事例も存在すると推測される。 
9 フィルタリング利用の有無を機械的に判定し、フィルタリング利用者には18 歳未満相当
のサービスを提供する措置等が講じられている。第１部１のＣＧＭ運営者部分参照。 
10 この点については「平成 21 年度 青少年を取り巻く有害環境対策の推進 青少年が利用
するコミュニティサイトに関する実態調査報告書」（平成 22 年３月 文部科学省 委託先：
財団法人インターネット協会）においても考察がなされている。 
11 ＥＭＡ認定サイトに起因する犯罪発生については、ＥＭＡ認定サイト側の問題のみなら
ず、ＥＭＡ認定サイトを訪れた青少年側の問題（青少年が、意図的・積極的に、犯罪を起
因するような危険な行動を取っている可能性等）も考慮される必要がある。 
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第二次提言（「ＣＧＭに関する検討について」）」（平成 22 年５月）、「安心ネット

づくり促進協議会 コミュニティサイト検証作業部会 中間取りまとめ 2009

年度報告書「子供を護るために」からの取組状況について」（平成 22 年 12 月）

等がある。 

これらのうち、「第二次提言」においてはコミュニティサイトに起因する犯罪

を予防するために「ミニメールの内容確認」、「利用者の年齢認証の確実化」等

が対策として挙げられており、これを受け、実際にＥＭＡにおいては平成 22 年

７月、パブリックコメントを経た上で、認定基準及び認定基準の概説書を変更

したところである。 

上記の経緯からも、第三者機関はその認定につき実効性、信頼性を高めるべ

く努力を行っていることが認められる。 

 

（２）第三者機関認定の実効性の向上 

 上記（１）で検討したように、現状においても第三者機関の認定には一定の

実効性、信頼性があると認められる。しかしながら、現在の第三者機関認定の

重要性、すなわち第三者機関であるＥＭＡの認定を受けたモバイルコンテンツ

については、青少年の利用に配慮した管理体制がとられたサイトであるとの認

識がなされ、ブラックリスト方式のフィルタリングにおいて、例外的取扱いと

されていることに鑑みれば、第三者機関認定サイトでは犯罪被害ができる限り

抑止されることが理想であり、第三者機関であるＥＭＡには認定サイトでの犯

罪抑止に向け、更なる努力が求められるところである。 

「中間取りまとめ」においても、実効性の確保は第三者機関に期待される役

割として挙げられており、具体的には「仮に、認定したサイトにおいて事故が

発生した際、サイトの運営を行うコンテンツ事業者等が、基準を遵守していな

いことに起因している場合は、認定の取り消し及びその公表など迅速な対応が

求められる。また、社会的変化に対応し、基準そのものについても適宜見直し

を行うことが必要である。」とされている。この記載においても明らかなように、

第三者機関認定サイトにおける犯罪抑止のためには、運用監視の実効性の向上

と認定基準の有効性の向上が強く求められる。 

 第三者機関による運用監視の実効性を高める手段としては、認定サイトに対

する運用監視の精度を高め、必要な場合には一時的な認定停止制度や、認定取

消制度を柔軟に運用することが考えられる。 

また第三者機関の認定基準の有効性を高める手段については、前記の運用監

視の中で、日々生じ得る認定サイトの変化を把握し、当該変化に対応した認定

基準の設定、変更を行うことが考えられる。 

さらに、上記の前提として、第三者機関が広く認定サイトに関する情報を収
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集、取得、分析を行うことが必要と考えられる。実際に、ＥＭＡ認定サイトで

はＥＭＡへのリンクが貼られ、ＥＭＡに容易に通報をなし得る仕組みが整備さ

れているところである。しかしながら、現実的に第三者機関が認定サイト全て

における犯罪情報等を単独で収集することには人的、資金的な限界があると考

えられることから、認定サイトにおける犯罪情報等の取得方法としては、広く

認定サイトに関する情報提供を受ける等、既存のシステムを活用することが考

えられる。「中間取りまとめ」においても、「運営コストが過大とならないよう、

既存の組織や人的資源を活用することも必要である。」との指摘がなされている

ところである。もっとも、第三者機関以外の機関から継続的かつ大量に情報提

供を受けるとなると、第三者機関としての独立性がおびやかされるおそれも生

じ得ることに留意が必要である（独立性の問題については後記４－２－２参照）。 

なお、第三者機関認定の実効性の向上の検討に当たっては、第三者機関のみ

ならず、認定を受けるサイト運営者側のコストも検討されるべきである。すな

わち、実効性の向上のためにあまりに厳格な基準が設けられるならば、事業者

にとって第三者機関認定の取得が過度な負担となり、認定を受けるインセンテ

ィブを低下させ、結果としてフィルタリングの普及を妨げるおそれが生じる。 

よって、例えば第三者機関認定サイトに起因する被害の実態に即した実効性

の高い対策を検討することは不可欠であるが、当該対策をサイト運営者が自主

的に採用することは格別、それをそのまま第三者機関の認定基準に入れ込むか

否かについては、当該抑止策の実効性と事業者の負担等について慎重に勘案し

た上で、第三者機関において自主的に決定されるべきであろう。 

 

４－２－２ 第三者機関の独立性の向上 

（１）現在の第三者機関のガバナンス 

 第三者機関の現在のガバナンスを公表された資料等から検討するに、まずＥ

ＭＡの認定基準を策定する基準策定委員会は、第三者機関の組織運営、資金管

理を行う理事会や、認定基準に基づいた審査・運用を行う審査・運用監視委員

会から、相互に分離・独立している。また、基準策定委員会及び審査・運用監

視委員会の構成員は、基準策定や審査・運用監視のそれぞれと利害関係を有し

ない、第三者の有識者のみから構成されている。さらに、理事会は、過半数が

利害関係を有しない学識経験者であることを要すると定款で定められていると

ころ、現在、理事に事業者に所属する者は選任されていない。よって、ＥＭＡ

に対して、会費を拠出している会員に事業者は存在するが、ＥＭＡ全体の運営

方針が事業者寄りに傾くことのないよう組織的な配慮がなされている。 

以上からすれば、現状においても第三者機関において、一定程度のガバナン

スが確保されていると評価できる。 



- 39 - 
 

（２）第三者機関の独立性の維持、向上 

第三者機関は「独立した第三者的な立場の機関」（「中間取りまとめ」）として

設立されたものである。この独立性は、第三者機関が客観的で公平な立場から、

サイト等の評価を中立的に行い得るための必要不可欠な要請として、強く求め

られるものである12。 

また、独立性の問題は、４－２－１（２）で前記したように、第三者機関認

定の実効性の向上と表裏一体の関係になり得ることに留意が必要である。つま

り、第三者機関がその認定の実効性を高めるために他の機関と連携した場合に、

連携の仕方次第では、第三者機関の独立性が問題になると考えられるからであ

る。その中でも特に問題となり得るのは、第三者機関の基準策定や、認定取消

処分等に他の機関（特に、行政機関や利害関係を有する事業者）が影響を及ぼ

すおそれである。とりわけ、基本的な考え方において述べたとおり、行政が青

少年有害情報の判断や基準設定等に干渉すべきでないことは、法附帯決議第４

項でも特に強調されているところである。 

このようなおそれに対しては、４－２－２（１）において検討した現在の第

三者機関のガバナンスに加え、監査的機能を有する部門において、第三者機関

の活動を外部的な視点から確認し、場合によっては、第三者機関に対して助言

や是正勧告を行うしくみを整備することが、実効的な対策となる。 

特に、第三者機関が他機関と連携して情報の受領等を行う際には、当該監査

的機能を有する部門が、第三者機関が他の機関から得た情報の受領状況等を確

認し、その情報の活用方法の検討（運用監視体制や、認定基準へのフィードバ

ック）とともに、第三者機関と当該情報提供機関との間の関係につき、定期的

に確認、助言を行う体制を整備することも、第三者機関の認定の実効性と独立

性を担保するのに有効な手段であろう。 

監査的機能を有する部門は、場合によって、第三者機関の他の部門（運用監

視や基準策定を担う各委員会や、運営を担う事務局や理事会等）の方針に反対

する助言や是正勧告を提出する必要もあることから、第三者機関の他の部門と

利害関係を持たない見識のある人物により構成され、その監査的機能が現実に

実行力を有することが望ましい。 

 

（３）第三者機関の透明性の向上   

上記４－２－２（２）により第三者機関がガバナンスを更に整備し、独立性

                                                  
12 第三者機関の独立性は、基準策定や基準該当性の判断等の本質的な部分において特に強

く要請されるものであり、関係者が、第三者機関の本質的な部分にかかわることなく、第

三者機関の財政的基盤を支える等して第三者機関に関与する必要性については「中間取り

まとめ」においても指摘がなされているところである。 
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を維持・向上させても、外部からその独立性を判断できなければ、サイト認定

を行う第三者機関の独立性としては十分とはいえない。よって、第三者機関は

自らの独立性を担保する一つの手段として、自らの透明性を高めていく必要性

がある。 

現在も、ＥＭＡはホームページ上でプレスリリース等含め、様々な情報を公

表している。具体的には、自らの設立趣旨、内部の機関構造、認定基準策定シ

ステムや、実際の認定基準、実際に認定されたサイト一覧等がＥＭＡのホーム

ページ上で公表されている。また、ＥＭＡの認定基準の改定は、パブリックコ

メントを経て行われており、基準改定についても透明性が図られている。 

第三者機関が更に透明性を向上させていくに当たっては、上記の事項に加え、

他機関等との連携の態様、他機関等から受領した情報の活用方法等も、できる

限り公表していくことが望ましい。 

フィルタリングが円滑に機能するためには、第三者機関が保護者等のフィル

タリング利用者の信頼を得ることが不可欠である。第三者機関が自らの独立性

や前記４－２－１で検討した自らの実効性向上の試みについて積極的に公開し

ていくことは、保護者等フィルタリング利用者からのさらなる信頼性の獲得に

もつながるであろう。 

 

４－２－３ 第三者機関の認知度の向上 

（１）第三者機関の現在の認知度 

 第三者機関の現在の認知度について正確な統計は見当たらない。しかしなが

ら第三者機関の認定サイトについて正しく理解していない保護者がいるという

報告からも、その認知度はなお十分とはいえないものと考えられる。 

 

（２）第三者機関の認知度の向上 

 上記４－２－２（３）で検討したように、第三者機関がその組織、活動につ

いて公表を推進しているものの、公表することのみでは、フィルタリングにつ

いて決定権を持つ保護者の認知が進まない可能性がある。よって第三者機関は

自らの組織、活動を単に公表するのみならず、積極的に告知、広報していく取

組が求められる。 

 当該告知、広報の取組に対しては、国や事業者等が支援することも考えられ

るとともに、携帯電話事業者の携帯端末販売窓口等において、フィルタリング

の説明の一環として、第三者機関の存在、機能について保護者に対する説明が

なされることも、対策の一つであろう。もちろん携帯電話事業者に対し過度な

負担にならないよう、簡にして要を得た内容となるよう説明の標準化を図る等

の配慮がなされるべきである。 
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５．多様なインターネット接続可能機器、ネットワークの多様化への対応 

５－１ 問題の所在 

 青少年インターネット環境整備法におけるフィルタリング提供義務規定は、

携帯電話インターネット接続役務（法第 17 条第１項）、インターネット接続役

務（法第 18 条）、インターネットと接続する機能を有する機器（携帯電話端末

等を除く）（法第 19 条）を対象として、事業者にフィルタリングの提供義務を

課すものである。携帯電話インターネット接続役務提供事業者に｢フィルタリン

グサービスの利用を条件として、携帯電話インターネット接続役務を提供｣とい

う比較的重い義務を課す一方、インターネット接続役務提供事業者には｢求めら

れたときは（中略）提供｣、端末（携帯電話端末等を除く）製造事業者には｢利

用を容易にする措置を講じた上で（中略）販売｣と、比較的軽い義務を課してい

る。 

現状、フィルタリング提供義務規定について以下の問題点が指摘されている。 

 

○新たなサービスへの対応 

 ＩＣＴ技術の発展に伴い、例えば無線ＬＡＮに接続可能な携帯電話端末や携

帯電話回線の利用が可能なスレート型パーソナルコンピュータ等が出現する等、

サービス（端末機器、ブラウザ及び接続形態）の多様化が進展している。フィ

ルタリング提供義務規定は、現在、後述（※現行法の適用について）のとおり

運用されているが、新たに出現したサービスを中心に、複数のサービスについ

て、青少年のインターネット利用への影響という観点から義務が重すぎるので

はないか、あるいは軽すぎるのではないかという指摘がなされている。 

 

○端末機器の設定を要するフィルタリング方式の進展 

 携帯電話インターネットに係るフィルタリングは、これまで端末機器の設定

を要しないプロキシ方式13が採用されてきたが、携帯電話端末の高機能化等に伴

い、端末機器の設定を要する方式（インストール方式や参照サーバー方式）が

採用され始めている。一方、法は、携帯電話インターネット接続役務提供事業

者にのみフィルタリング提供義務を課しており、携帯電話端末等の製造事業者

                                                  
13 プロキシ方式とは、全ての通信をＨＴＴＰプロキシ経由で行わせることで、該当のＨＴ

ＴＰプロキシにて通信の宛先となるＵＲＬ情報をフィルタリング該当サイトリストと突合

することでサイトへの通信を遮断する方式を指す。インストール方式とは、フィルタリン

グ対象となるＰＣ内に、通信を監視するソフトウェアを導入し、通信宛先となるＵＲＬ情

報を、同ソフトウェア内に保持したフィルタリング該当サイトリストと突合することでサ

イトへの通信を遮断する方式を指す。参照サーバー方式とは、フィルタリング対象となる

機器内に、通信を監視するソフトウェアを導入し、通信宛先となるＵＲＬ情報を、インタ

ーネット上の指定されたサーバー内に保持されたフィルタリング該当サイトリストと突合

することで、サイトへの通信を遮断する方式を指す。 
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には義務を課していないため、必ずしも携帯電話インターネット接続役務提供

事業者のフィルタリング提供義務の履行が円滑に進められていないとの指摘が

ある。 

 

○｢利用を条件として提供｣の解釈 

 法第 17 条第１項は携帯電話インターネット接続役務提供事業者に、｢フィル

タリングサービスの利用を条件として、携帯電話インターネット接続役務を提

供｣するよう義務づけているが、具体的にどのような対応をとれば義務を果たし

たのか不分明との指摘がある。 

 

※現行法の適用について 

 法第 17 条第１項、法第 18 条、法第 19 条の適用関係は、端末機器、ネットワ

ーク、ブラウザ、利用形態について判断されている。この適用関係をフローチ

ャートにしたものが別紙１である。具体的な適用を示した表が別紙２である。 

 スマートフォン（携帯電話回線利用の場合）については、法第 17 条第１項が

適用されると解されており、現状、原則として携帯電話インターネット接続役

務提供事業によってフィルタリングが確実に提供されている。一方、携帯電話

端末から無線ＬＡＮを通じてインターネットに接続する際には、法第 18 条のイ

ンターネット接続役務提供事業者に義務が発生すると解釈されており、フィル

タリングの利用を容易にする措置が講じられていない携帯電話端末が多数存在

する14。また、携帯電話回線を利用する場合であっても、通話機能を有しない端

末（スレート型パーソナルコンピュータや電子書籍リーダー等）には、法第 17

条第１項が適用されず、インターネット接続役務提供事業者に対して法第 18 条

の義務が、端末機器製造事業者に対して法第 19 条の義務がそれぞれ課される。 

 

５－２ 考え方の方向性 

 本研究会では、新しい状況に対応した青少年のインターネット利用環境の整

                                                  
14 携帯電話端末から無線ＬＡＮを通じてインターネットに接続する場合について、法第 17

条第１項については、条文解説（平成 21 年３月内閣府、総務省、経済産業省）によれば、

「いわゆるスマートフォンのような高機能携帯電話端末等において、公衆無線ＬＡＮを用

いたインターネット接続を利用することも想定されるが、公衆無線ＬＡＮは、携帯電話端

末等以外にも利用されるものであるため、（携帯電話インターネット接続役務には）該当し

ない。」（条文解説 10 ページ）とされており、同条同項は適用されない。また、法第 19 条

は、フィルタリング提供義務を負う者を「インターネットと接続する機能を有する機器で

あって、青少年により使用されるもの（携帯電話端末及びＰＨＳ端末除く。）を製造する事

業者」と規定しており、携帯電話端末等の製造事業者を義務対象から明示的に除外してい

る。しかしながら、無線ＬＡＮ機能を有する携帯電話端末の製造事業者についても、法第

19 条の義務対象に含めるべきとの指摘も存在する。 
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備のためのさらなる取組の在り方を検討するため、単なる条文への当てはめで

はなく、法の趣旨に立ち返って問題への対処を検討する。 

 

○フィルタリング提供義務の在り方 

前述のとおり、青少年インターネット環境整備法は、携帯電話インターネッ

ト接続役務（法第 17 条）、インターネット接続役務（法第 18 条）について義務

に軽重を設けている。これは、法が民間における自主的かつ主体的な取組の尊

重を基本理念としており、事業者に対して過度な規制となってはならないこと

に鑑み、青少年による青少年有害情報の閲覧に及ぼす影響の軽重を反映させた

からであると考えられる15。換言すれば、法の趣旨は、青少年による青少年有害

情報の閲覧に及ぼす影響が重大なサービスについては、フィルタリングの利用

を条件に役務提供する、初期状態ではインターネット接続を利用不可にしてお

く等のより積極的な対応を事業者に求めていると考えられる。 

青少年のインターネット利用環境に重大な影響を持つサービスは、次の２点

の判断基準をともに満たすサービスであると考えられる。 

 ①パーソナル性の高いサービス 

青少年による利用が 18 歳以上の者に監督される蓋然性が低いサービス 

 ②青少年利用の多いサービス 

青少年がこれを利用して青少年有害情報を閲覧する可能性が特に高いサー

ビス 

①について、パーソナルコンピュータを通じてインターネットに接続する場

合のように、青少年本人以外の保護者等の世帯構成員も利用することが通常想

定される場合には、当該世帯構成員が青少年のインターネット利用状況を把

握・管理することが容易と考えられ、管理ツールであるフィルタリングを利用

することを条件に役務提供することを求めるには及ばないと考えられる。②に

ついて、パーソナル性の高い端末を利用するサービスであっても、事業者に過

度の負担をかけることは避けるべきであることから、現状、青少年利用が少な

いサービスについては、フィルタリングを利用することを条件に役務提供する

ことを求めるには及ばない。 

 

○｢利用を条件として提供｣の解釈 

法第 17 条第１項のフィルタリング提供義務を果たすためには、携帯電話イン

                                                  
15 条文解説によれば、法第 18 条の義務が法第 17 条よりも軽い理由について、「青少年は携

帯電話端末やＰＨＳ端末を通じて青少年有害情報に触れることが特に多い現状にあるこ

と」、「パーソナルコンピュータ等を通じてインターネットに接続する場合については、青

少年以外の世帯構成員も利用していることが想定され」ること、「パーソナルコンピュータ

等ではフィルタリングソフトウェアが利用可能となっていること」の３点をあげている。 
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ターネット接続役務提供事業者は、役務提供開始時に確実にフィルタリングの

利用が可能な状態にしておくことが必要である。例えば、店頭で携帯電話端末

等が販売される際に、役務が既に提供されているにも関わらず、フィルタリン

グが利用できない状態が生じていてはならない。また、役務提供開始時に、フ

ィルタリング実装の設定を保護者自らが設定する運用の場合は、その設定手順

が過度に困難であってはならない。 

 

○技術中立的な規律 

法が、携帯電話インターネットへのフィルタリング提供義務について、携帯

電話インターネット接続役務提供事業者にのみ義務を課し、携帯電話端末製造

事業者に義務を課していないのは、立法当時にネットワーク側でフィルタリン

グを提供する方式（プロキシ方式）を想定していたからであると考えられる。

しかしながら、現在、フィルタリング技術は多様化していることから、プロキ

シ方式にとらわれず、端末やネットワークの状況によって最も適切な技術が選

択されることが望ましいと考えられる。 

 

５－３ 具体的な対応 

上記考え方の方向性に基づき、関係事業者は以下の具体的な対応をとること

が求められる。同時に、行政には、関係事業者に対して具体的対応をとるよう

要請することが求められる。 

本ワーキンググループの検討は法の見直しに資するためのものではあるが、

基本的な考え方において述べたとおり、民間による自主的かつ主体的な取組を

尊重する青少年インターネット環境整備法の趣旨に鑑み、現行法で義務が課さ

れていないサービスであって具体的対応を求めるものについては、まずは民間

の自主的かつ主体的な取組に期待することとする。他方、法解釈の明確化が必

要な部分については、総務省には所要の措置を執ることが求められる。 

 

５－３－１ フィルタリングの確実な提供 

考え方の方向性で述べたとおり、パーソナル性が高く、青少年利用の多いサ

ービスについては、フィルタリングの利用を条件としてサービス提供を行うこ

とが求められる。 

 

○個別のサービスについての検討 

【携帯電話端末（携帯電話回線利用）】 

携帯電話端末で、携帯電話回線を利用してインターネットに接続するサービ

スについては、現在、法第 17 条第１項が適用され、携帯電話インターネット接
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続役務提供事業者に義務が課されている。当該サービスは、パーソナル性が高

く、青少年利用の多いサービスであり、フィルタリングの利用を条件とした役

務提供が行われることが必要である。また、義務は携帯電話インターネット接

続役務提供事業者によって果たされることが適当であるため、法第 17 条第１項

を引き続き維持すべきである。なお、いわゆるスマートフォンも携帯電話端末

に含まれ、法第 17 条第１項の適用対象であることに異論の余地はない。 

 

【携帯電話端末（無線ＬＡＮ利用）】 

スマートフォン等の携帯電話端末等で、無線ＬＡＮを利用してインターネッ

トに接続する場合は、現在、法第 18 条の提供義務（利用者から求められたとき

に提供する義務）16が発生するところ、関係事業者（インターネット接続役務提

供事業者及びインターネット接続可能機器製造事業者）に、フィルタリングの

利用を条件として役務提供する義務を求めるかどうか問題となり得る。この点、

パーソナル性の高い携帯電話端末を利用したサービスであるものの、現時点で

は無線ＬＡＮの青少年への普及度合いが高いとは必ずしも言えないため、フィ

ルタリングの利用を条件として役務提供を行うことを求めることまでは要しな

い。ただし、今後、本研究会において定期的に普及度合いを検証し、相当程度

の割合に達した場合は、関係事業者に利用を条件とした提供を求める必要があ

る。また、今後の無線ＬＡＮの普及を見越して、現時点から実効性ある対策を

検討する必要があり、最終報告までに各関係者に具体的に求められる事項の検

討を行う。なお、実効性ある対策として、少なくとも携帯電話事業者には、無

線ＬＡＮ接続時におけるフィルタリング等の閲覧制限機能の利用の可否につい

て、保護者及び利用者に説明することが求められる。（「更に検討すべき課題等」

において後述。） 

 

【その他の携帯型通信端末（携帯電話回線利用）】 

次に、携帯電話端末ではない端末であって、青少年による利用が 18 歳以上の

者に監督される蓋然性が低い携帯型の通信端末（通話機能のないスレート型パ

ーソナルコンピュータ、携帯型オーディオプレイヤー、ポータブルゲーム機及

び電子書籍リーダー等）で、携帯電話回線を利用してインターネットに接続し

た場合に、フィルタリングの利用を条件として役務提供を求めることが適当か

どうか問題となり得る。この点、これらの通信端末については、青少年への普

及度合い及び青少年による端末の利用実態を検証し、これを踏まえて追加的な

                                                  
16 上述のとおり、携帯電話端末の製造事業者は法第 19 条の義務対象から明示的に除外され

ているものの、無線ＬＡＮ機能を有する携帯電話端末の製造事業者については、法第 19 条

の義務対象に含めるべきとの指摘が存在する。 
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対応の必要性が認められれば、関係事業者に、フィルタリング利用を条件とし

て役務を提供することを求める。ただし、その場合であっても、まずは事業者

による自主的な対応を期待すべきである。 

 

【その他の携帯型通信端末（無線ＬＡＮ利用）】 

 最後に、携帯電話端末ではない端末であって、青少年による利用が 18 歳以上

の者に監督される蓋然性が低い携帯型の通信端末で、無線ＬＡＮを利用してイ

ンターネットに接続した場合に、フィルタリングの利用を条件として役務提供

を求めるかどうか問題となり得る。この点、現時点では無線ＬＡＮの青少年へ

の普及度合いが高いとは必ずしも言えないため、フィルタリングの利用を条件

として役務提供を行うことを求めることまでは要しない。ただし、本研究会に

おいて、今後、ネットワーク及び通信端末について青少年への普及度合い及び

青少年による端末の利用実態を検証し、これを踏まえて追加的な対応の必要性

が認められれば、関係事業者には、フィルタリング利用を条件として役務を提

供することが求められる。ただし、その場合であっても、まずは事業者による

自主的な対応を期待すべきである。 

 

○更に検討すべき課題等 

 インターネット接続可能機器及びネットワークの多様化については、更に検

討すべき課題等が残っている。 

第一に、上述のとおり、スマートフォン等の携帯電話端末で無線ＬＡＮに接

続する際に、関係事業者等に具体的に求められる事項について検討する必要が

ある。具体的に求められる事項として、少なくとも携帯電話事業者には、フィ

ルタリング等の閲覧制限機能の利用の可否について説明することが求められる

が、その他のインターネット接続役務提供事業者及び関係各事業者に対しても

実効性ある対策を求めていく必要があり、検討を要する17。また、一部の端末で

は携帯電話インターネット接続サービス解約後も無線ＬＡＮ接続によるインタ

ーネット接続可能機器として利用できることを踏まえ、こうした端末が不用意

に青少年に利用されないよう注意を喚起することについても検討を行う。 
 第二に、端末の一部機能を制限する機能（いわゆる「ペアレンタルロック」）

の活用についてである。インターネット接続可能機器には、青少年有害情報の

閲覧を制限するために同機能を設けているものが多数存在し、ネットワークの

多様化の急速な進展を考えれば、同機能の積極的な活用を検討する必要がある。

ただし、同機能は、閲覧の完全な制限を伴う可能性が高いため、一定の基準に

                                                  
17 その他の実効性ある対策として、携帯電話端末にフィルタリング等の閲覧制限機能を実

装させることが指摘されている。 
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基づき情報を選別する役務（フィルタリング）と比較して、青少年のインター

ネット利用に強い影響があることに留意しなければならない。  

第三に、アプリケーションソフトへの対応についてである。現在普及しつつ

あるスマートフォンでは、プリインストールされたブラウザによるウェブサイ

トの閲覧に加え、利用者がアプリケーションソフトを事後的にダウンロード、

インストールし、これを用いて専ら特定の目的のために構成された情報を閲覧

する形態が一般的となっている。アプリケーションソフトを通じて青少年有害

情報へのアクセスが可能になっているとの指摘もあり、検討を行う必要がある。 

なお、現在、アプリケーションソフトについては、端末の一部機能を制限す

る機能を活用することによって青少年有害情報への対応がなされている。この

対応には、アプリケーションソフトをダウンロードできないよう制限をかける

機能のほか、予め利用者が利用可能なアプリケーションの範囲（一般的に、利

用者の年齢に応じたレイティング）を設定する機能がある。後者の場合には、

開発者又は開発者以外の第三者によってアプリケーションソフトにレイティン

グが行われている必要があるが、開発者によってレイティング（セルフレイテ

ィング）が行われる場合には実効性の確保が、開発者以外の第三者によってレ

イティング（サードパーティレイティング）が行われる場合には中立性の確保

が、それぞれ課題になるとの指摘がなされている。 

 

○まとめ 

 フィルタリングの確実な提供についての検討結果をまとめると、別紙３のと

おりとなる。 

 

５－３－２ フィルタリング設定手順の在り方 

前述のとおり、法第 17 条第１項の義務を果たすためには、携帯電話インター

ネット接続役務提供事業者は、役務提供開始時に確実にフィルタリングの利用

が可能な状態にしておくことが必要である。この点、現行法の解釈上必ずしも

明確ではないため、総務省には解釈を明確化することが求められる。 

現在、役務が既に提供されているにも関わらず、フィルタリングが利用でき

ない状態が生じている事業者や、過度に困難な設定手順を要求している事業者

は、運用を改めることが求められる。 

 

５－３－３ 携帯電話インターネット接続役務提供事業者と端末機器製造事業

者の協力の推進 

現在、様々なフィルタリング技術が確立しており、端末やネットワークの多

様化に対応し、その状況によって最も適切なフィルタリング技術が選択される
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ことが望ましい。青少年有害情報への対応としてフィルタリングの利用を条件

に役務提供を行う義務を規定している法第 17 条第１項の趣旨に鑑みれば、例え

ば携帯電話端末にフィルタリングソフトウェアをプリインストールして提供す

る等、ネットワークではなく携帯電話端末側でフィルタリング機能を提供する

場合も、法第 17 条第１項の義務を果たしていると考えられる。総務省には、こ

の点を明確化するため、所要の措置を執ることが求められる。 

現状、携帯電話インターネット接続役務提供事業者と端末機器製造事業者は、

相互に協力してフィルタリングを提供している。しかしながら、ネットワーク

や端末機器の状況は不断に変化しており、フィルタリングの在り方もこれに伴

って変化していくものと考えられる。こうした環境変化に対して、今後も、青

少年インターネット環境整備法に定められた責務を果たすよう、関係者が円滑

に協力関係を構築して、取組を進めていくことが求められる。 
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フィルタリング提供義務について 

 

Yes 

Yes 

No 

携帯用ゲーム機、携帯
用音楽プレーヤー等
のモバイル端末や PC
は該当しない。 

ノート PC に携帯電
話端末等を接続して
行う役務は該当しな
い。 

携帯電話端末又はＰ
ＨＳ端末からのインタ
ーネットへの接続役
務か （２条７項） 

専ら携帯電話端末及び
PHS 端末に組み込まれ
たブラウザを用いる役
務か（施行令） 

 
公衆無線ＬＡＮを用い
た役務か 

専ら法人等の事業の
為の利用を目的とす
る役務か（施行令） 

No 

 

携帯電話インターネット接続役務として、法１７条の適用対象 
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No 

No 

Yes 

Yes 

別紙１ 

011197
テキストボックス
別紙



○青少年インターネット環境整備法の適用関係について 別紙２

ポータブル
ゲーム機

（DS、PSP等)

携帯オーディオプレイ
ヤー

（iPod Touchなど）

ゲーム機
（Wii、PS3等）

インターネット
対応型テレビ、テレビ

チューナー

ビデオカメラ、ＤＶＤプ
レイヤー等、カメラ

カーナビ、ＧＰＳ装
置、

冷蔵庫等の家電等
（１９条但書の対象）

携帯電話回線
無線LAN

（WiFi接続）
無線LAN

（WiFi接続）
無線LAN

（WiFi接続）
携帯電話回線

無線LAN
（WiFi接続）

携帯電話回線
有線接続、

無線LAN（WiFi含む）
有線接続、

無線LAN（WiFi含む）
有線接続、

無線LAN（WiFi含む）
有線接続、

無線LAN（WiFi含む）
有線接続、

無線LAN（WiFi含む）

１７条（注１）

（携帯ＩＳＰの義
務）

○ - - - - - - - - - - -

１８条（注２）

（ＩＳＰの義務）
※大手ISPのみ

- ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

１９条（注３）

（機器製造事業者
の義務）

× ×（注４） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

施行令第３条
経産省Ｈ２１告示

施行令第３条
経産省Ｈ２１告示

施行令第３条
経産省Ｈ２１告示

施行令第３条
経産省Ｈ２１告示

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
－

 
5
0
 
－

注３　１９条の適用対象外：　①携帯電話・ＰＨＳ端末
　　　　　　　　　　　　　　　　　　②同条に規定する機器にあらかじめブラウザが組み込まれていない場合、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　③青少年による当該機器の使用が十八歳以上の者に目視により監視される蓋然性が高いと認められる場合として経済産業大臣が告示で定める場合（＝カーナビ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　④当該機器が専ら事業のために使用されると認められる場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤経済産業大臣が告示で定める当該機器の種類ごとに、同一の事業者が製造した当該機器の当該年度の前年度における販売数量が一万台を超えない場合において、当該事業者が製造した当該機器を当該年度に販売するとき。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（パーソナルコンピュータ、データ収集装置、テレビ受像機、ビデオカメラ、ビデオディスクプレーヤ、テレビジョンチューナ（部品として他の機器に組み込まれるものを除く。）、カメラ、家庭用テレビゲーム）

接続の種別

青
少
年
イ
ン
タ
ー

ネ

ッ
ト
環
境
整
備

法
上
の
義
務

注１　１７条が適用される携帯電話インターネット接続役務：
　　　　インターネットを利用して公衆の閲覧（視聴を含む。以下同じ。）に供されている情報を、専ら携帯電話端末又はＰＨＳ端末に組み込まれたブラウザ（インターネットを利用して公衆の閲覧に供されている情報をその利用者の選択に応じ閲覧するためのプログラム（電子計算機に対する指令であって、
　　一の結果を得ることができるように組み合わされたものをいう。）をいう。）を用いることにより閲覧することを可能とするために提供される電気通信役務（電気通信事業法（昭和五十九年法律第八十六号）第二条第三号に規定する電気通信役務をいう。）とする。
　　※　ただし、法人その他の団体又は事業として若しくは事業のために契約の当事者となる場合における個人に対してのみ提供されるものを除く。

注２　１８条の適用対象外：　青少年による青少年有害情報の閲覧に及ぼす影響が警備な場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　→ インターネット接続役務提供事業者がインターネット接続役務を提供する契約を締結している者の数が五万を超えない場合。

備考

PC

固定端末

スレート型PC
（iPadなど）

対象端末／機器

端末又は機器の種別

携帯電話／ＰＨＳ端末（ブラウザフォン、
スマートフォン）

その他携帯端末
（携帯電話／ＰＨＳ端末を除く）

携帯端末

注４　携帯電話端末の製造事業者は法第19条の義務対象から明示的に除外されているものの、無線LAN機能を有する携帯電話端末の製造事業者については、法第19条の義務対象に含めるべきとの指摘が存在する。



別紙３

ゲーム機
（Wii、PS3等）

インターネット
対応型テレビ、テレビ

チューナー

ビデオカメラ、ＤＶＤプ
レイヤー等、カメラ

カーナビ、ＧＰＳ装
置、

冷蔵庫等の家電等
（１９条但書の対象）

携帯電話回線
無線LAN

（WiFi接続）
携帯電話回線

無線LAN
（WiFi接続）

携帯電話回線
無線LAN

（WiFi接続）
携帯電話回線

無線LAN
（WiFi接続）

携帯電話回線
有線接続、

無線LAN（WiFi含む）
有線接続、

無線LAN（WiFi含む）
有線接続、

無線LAN（WiFi含む）
有線接続、

無線LAN（WiFi含む）
有線接続、

無線LAN（WiFi含む）

フィルタリングの
利用を条件とする

― ―

求められたときはフィルタリングを提供

ただし、青少年への普及度合い及び青少年による利
用実態を検証した結果、追加的な対応の必要性が認
められれば、フィルタリングの利用を条件とする。

さらに、実効性ある対策を検討。（少なくとも携帯電話
事業者には、利用者に対して、フィルタリング利用の可
否の説明を求める。）

提供義務なし※

ただし、青少年への普及度合い及び青少年による利
用実態を検証した結果、追加的な対応の必要性が認
められれば、フィルタリングの利用を条件とする。

さらに、経済産業省と連携して、実効性ある対策を検
討。（少なくとも携帯電話事業者には、利用者に対し
て、フィルタリング利用の可否の説明を求める。）

○検討結果

ー

求められたときはフィルタリングを提供

フィルタリングの利用を容易にする措置を講じた上で販売

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
－
 
5
1
 
－

※携帯電話端末の製造事業者は法第19条の義務対象から明示的に除外されているものの、無線LAN機能を有する携帯電話端末の製造事業者については、法第19条の義務対象に含めるべきとの指摘が存在する。

接続の種別

○さらに検討すべき課題
①スマートフォン等の携帯電話端末で無線LANに接続する際に、関係事業者（インターネット接続役務提供事業者及び機器製造事業者）に具体的に求められる事項について検討する必要がある。
②端末の一部機能を制限する機能（いわゆる「ペアレンタルロック」）の積極的な活用について検討する必要がある。
③スマートフォン等のアプリケーションソフト利用について、青少年有害情報へのアクセスが可能になっているとの指摘があり、検討する必要がある。

PC

固定端末

スレート型PC
（iPadなど）

対象端末／機器

端末又は機器の種別

携帯電話／ＰＨＳ端末（ブラウザフォン、スマートフォン）

携帯端末

携帯ISP

その他携帯端末
（携帯電話／ＰＨＳ端末を除く）

適用除外

適用除外

ただし、青少年への普及度合い及び青少年による利用実態を検証した結果、追加的な対応の必要性が認められれ
ば、フィルタリングの利用を条件とする。（経済産業省と連携して検討）

求められたときはフィルタリングを提供

ただし、青少年への普及度合い及び青少年による利用実態を検証した結果、追加的な対応の必要性が認められれ
ば、フィルタリングの利用を条件とする。

機器製造事業者
携帯ISPへの
協力を求める

ポータブル
ゲーム機

（DS、PSP等)

携帯オーディオプレイヤー
（iPod Touchなど）

フィルタリングの利用を容易にする措置を講じた上で販売

―

―ISP
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